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1 .年金給付(相談)事務に関するお知らせ

停案

65歳以上の者が後納制度を利用した場合の

老齢基礎年金の受給権の発生について

【年金給付部給付企画グループ】

O 【指示・依頼】 書き損じた年金証書の適切な廃棄処分の徹底
(平成25年3月22日給付指 2013-40)

書き損じた年金極書の取扱いについて、改めて適切な廃棄処分の徹底をお願いする

ものです。

O 【指示・依頼】 国民年金・厚生年金保険障害認定基準の一部改正
(平成25年4月2日給付指 2013-56)

障害認定基準の戸部改正について、改正内容及び関連する事務取扱をお知らせする

ものです。

0'【情報提供】

国民年金法施行令等の一部を改正する政令及び厚生年金保険の保険給付及び保険

料の納付の特例等に関する法律施行規則の一部を改正する省令の施行

(平成25年2月5日事企情 2013-18)

平成25年度における年金額等が定められたほか、所要の改正が行われたものです。

O 【情報提供】 平成25年度 障害基礎年金、老齢福祉年金、特別障害給付金の金額

及び所得制限額 (平成25年2月5日 給付情 2013-30)

O 【情報提供】 年金見込額誤算ツール等の提示
(平成25年3月29日年相情 2013-9)

平成25年4月より特別支給の老齢厚生年金の支給開始年齢の引上げ等が実施とな

るため、それに伴う年金見込額誤算についてお示しするものです。

O 【指示・依頼】年金相談に関する照会・回答管理表の作成
(平成25年3月4日年相指 2013-24)

年金相談部相談指導Gに対するブロック本部、年金事務所からの照会に関し、機

構LANに「年金相談に関する照会・回答管理表」を作成し、共有を図るものです。



65歳以上の者が後納制度を利用した場合の
老齢基礎年金の受給権の発生について

【年金給付部給付企画グループ】

後納保険料の納付が行われたときは、納付が行われた日に、納付に係る月の国民

年金の保険料が納付されたこととみなされ、保険料納付済期間となります。よって、

65歳以上の者が後納保険料を納付したことにより受給資格要件を満たす場合、後

納保険料を納付した日に昭和60年改正法附則第 18条第 1項に規定する老齢基礎
年金の受給権が発生します。

なお、先に発生している老齢厚生年金がある場合は、老齢厚生年金の受給権発生

年月日と老齢基礎年金の受給権発生年月日が異なります。(下記②参照)老齢基礎年

金と老齢厚生年金の受給権発生年月日が異なる場合、事務センターにおいて正しい

裁定処理ができません。

後納保険料納付済期間を有する者の裁定を行う場合の手順をお示ししますので、

相談対応及び裁定処理の参考としてください。

①後納保険料の納付済期間を含め、後納保険料の納付目に初めて年金受給要件を満

たす場合

後納保険料の納付日をも左に受給権発生年月を機械的に判定するため、事務セン
ターにおいて、裁定処理を行ってください。

②既に老齢厚生年金のみ受給している場合

(例)昭和 19年6月8日生の者

S36.4.1 S61. 4. 1 

..----l防車以後 (H払 10.J)に後納|

H14. 10月分 60歳 65蟻 (H21.6. J) 

合算対車期間 (3∞月)

老齢基礎年金・・・合算対象期間300月+後納1月:平成24年10月7日発生

老齢厚生年金厚年10月+合算対象期間300月:平成21年6月7日発生

q
L
 



様式127号 2 [その他用】のその他欄に「後納による基礎発生Jと記入し、
国年追納画面 (050-18)のハードコピーを添付の上、本部再裁定グループへ進達し

てください。

③後納保険料の納付目以後に初めて裁定処理を行うが、上記②の事例のように老齢

基礎年金と老齢厚生年金の受給権発生年月日が異なる場合

事務センターにおいて、作成原因 r01J、国年不要 r1J とし、老齢厚生年金のみ

の裁定を行ってください。

決定後、様式127号-2 [その他用]のその他欄に「後納による基礎発生Jと
記入し、国年追納画面 (050-18)のハードコピーを添付の上、本部再裁定グループ

へ進達してください。

本部再裁定グ、ループによる処理は、老齢厚生年金発生時に遡及する処理ではない

ため、年金証書は発行しませんので、事務センターにおける老齢厚生年金のみの新

規裁定時のものを年金受給者あてに送付してください。

。。



文書区分

重

要高度 急緊

平成25年3月22日
給付指2013-40

書き損じた年金証書の適切な廃棄処分の徹底(指示・依頼)

本部 フロッウ本部
事務セン告ー 年金事務所

宛先
富
係部関 理部管 適徴部

厚年
厚空u 年白 年給 t録a 突合

適課用

適堅壁 課官年課国 録課記
望

G 

全 義 曾年 G G G G 

富
健告会 書J 

告

。O 。O 。 O 。l
本部関係部 | 

年金相談部、基幹システム開発部、システム運用部、監査部|

旦血ニ盤量
平成24年度の厚生労働省年金局の監査において、書き損じた年金証書の廃棄処分が適切に行われてい
ないとの指摘があったことから、改めて適切な廃棄処分の徹底をお願いするものです。

昼ポイント(肉容)

O 書き損じた年金証書の取扱いについては、「国民年金・厚生年金保険 年金給付関係業務取扱要領(諸
変更絹)J等において、廃棄処分にあたっては決裁を受ける等、顛末を明らかにすることとされ、また、

年金6iE書受払簿の備考欄に廃棄年月日を記入することとされております。

O 今般、厚生労働省年金局の監査において、書き損じた年金柾書の廃棄処分について、決裁を受けずに
廃棄処分が行われている事例、年金証書受払簿に廃棄年月日が記載されていない事例などが見受けられ

るとの指摘がありました。

O このため、今後、書き損じた年金読書の廃棄処分にあたっては、以下の業務取扱要領にしたがって、
適切に対応をしていただくようお願いします。

a要領第82号「国民年金・厚生年金保険 年金給付関係業務取扱要領(諸変更編)I 

-要領第 84号「国民年金(短期年金) 年金給付関係業務取扱要領(諸変更編)I 

i審査担当h刊欄圃 l 

-4-

照会先
本部年金給付部給付指導G
担当高梨

連絡先
(代表)

(直通)



文書区分

言高田 霊告 雪."" 

平成25年4月2日

給付指2013-56

国民年金・厚生年金保険障害認定基準の一部改正(指示・依頼)

本部 ブロツウ本部 事務セン空ー 年金事務所

宛先
部各

思理部管 部適徴

厚年 厚年
年国 給年 記録 突合

適量 適量
徴課収 課薗年 襲iic G G 

全 書 車年 G G G G 襲 厚年

。。 。 。

霊
社労士会 健官会 機器セ

ー‘ノ

4担

J J 

本部関係部

障害年金業務部、年金相談部

旦血ニ塾量

国民年金・厚生年金保険障害認定基準(以下「認定基準Jという。)の一部改正について、厚生労働省

大臣官房年金管理審議官及び厚生労働省年金局事業管理課長からそれぞれ通知が発出されましたので、

改正内容易及び関連する事務取扱をお知らせするものです。

一ポイント(肉容)

1 .認定基準の一部改正

今回の改正は、眼及び精神の障害に関する認定基準の改正並びに眼及び精神の障害用診断書の様式変

更です。厚生労働省から通知された認定基準の改正内容及び新様式の診断書l立、別添A"Sを参照して

ください。また、改正の概要については、別添1をご覧ください。

2.事務取扱

認定基準の改正に伴う事務取扱の詳細は別添2-8を参照してください。事務取扱の主なポイントは

以下のとおりです。

(1)改正後の障害認定基準は、平成25年6月1日から適用します。

(2 )新様式の診断書は、平成25年5月1日から配布してください。

(参考)【給付指 2013-27】「国民年金 a厚生年金保険障害器定基準の一部改正に伴う診断書(管

理帳票)の要求数の登録J(指示=依頼)

(3 )改正に関するQ&Aを作成しましたので、お客様へのご説明や事務処理にご活用ください。(目Ij

添8参照)。

(4)業務処理要領【マニュアル】年金給付の変更は、追って連絡します。

業務処理要領【マニュアル】 年金給付(裁定障害基礎年金請求書、 川照会先
I I 部年金給付部給付企画G

障害給付年金請求書(障害厚生)) I I 二I I !!!当 ;度遁、桂
連絡先

(直通)|審査担当子I~~欄・ i 

Fb 



別添1

眼及び精神(高次脳機能障害)の障害に関する改正概要

1 眼の障害

(1) 障害認定基準

①視野障害について、新たに中心視野の8方向の角度の合計値を算出する判断基準

を設けるとともに、測定不能の場合や中心暗点のみの場合の取扱いを規定する。

また、認定の対象となる求心性視野狭窄や不規則性視野狭窄等について、具体的

な傷病名や状態の説明を追加する。

② 視力、視野以外の障害については、これまで障害手当金相当の障害として『調節

機能障害及び輯鞍機能障害」及び fまぶたの欠損障害」を規定していたが、これに

「まぶたの運動障害」、『眼球の運動障害J、「櫨孔の障害」を迫加し、それぞれの障

害の状態を例示する。

(2) 診断書の様式

① これまで視野の測定結果を 1つの視野表に表記することとしていたが、様式上、

2種類の視野表を設けることとし、 2つの視標 (I/2、I14)の測定結果をそれぞ

れの視野表に記載できるよう変更する。

② 中心視野の測定結果については、視野表に加え、新たに8方向の視野の角度とそ

の合計値を記載する欄を設ける。

③ 障害の状態欄に「瞳干し」、「まぶたの運動』、「眼球の運動Jについての記載項目を

設ける。

2 精神(高次脳機能障害)の障害

(1) 障害認定基準

O 器質性精神障害に含まれる高次脳機能障害について、疾患の特性や主な症状を明

記し、認定の対象であることを明確にする。

また、高次脳機能障害により失語障害が生じる場合は、失語障害を『言語機能の

障害』の認定要領により認定し、精神の障害と併合認定するよう整理する。

(2) 診断書の様式

O 障害の状態欄(現在の病状又は状態像)を整理し、知能障害等の項目の中に高次

脳機能障害の主な病状等を確認するための項目を設ける

au 



国民年金・厚生年金保険障害認定基準の一部改正にかかる事務取扱

(年金給付部給付企画G)

別添2

国民年金・厚生年金保険障害認定基準の一部改正(眼及び精神の障害)に関する事務

取扱については、以下のとおり行ってください。

1 .実施年月日

(1)改正後の障害認定基準による事務の実施年月日

①新規請求・額改定(額改定請求書、支給停止事由消滅届等)

平成25年6月1日受付分から

②障害状態確認眉

平成25年5月送付対象者 (6月生月者)から

(2 )眼及び精神の診断書の様式変更実施時期

① 管理帳票用

平成25年5月使用分より

②現況確認用(障害状態確認届)

平成25年5月送付対象者 (6月生月者)より

2.改正後の眼及び精神の障害用診断書(以下「新様式診断書」という。)等の窓口交

付

よ記 r1 . Jの実施のため、平成25年5月1日から請求者に対して以下のとおり
配付してください。年金事務所は、事前に街角の年金相談センター及び市区町村への

新様式診断書、診断書作成の留意事項(別添3、4)及び医療機関あて説明文(別添

5、6)の配備のため、(1)及び (2)の作業をお願いします。年金事務所、街角

の年金相談センター及び市区町村とも余裕を持って対応ができるように準備を進め

てください。

0眼の障害請求者への配付書類

配付書類 ファイル名

新様式診断書 管理慣票

診断書作成の留意事項 別添3

医療機関あて説明文 別添5

-7-



別添2

0精神の障害錆求者への配付書類

配付書類 ファイル名

新様式診断書 管理帳票

診断書作成の留意事項 別添4

医療機関あて説明文 別添6

(1) 印刷

診断書作成要領及び医療機関あて説明文をカラー印刷してください。印刷数

量は管轄市区町村及び街角の年金相談センタ一分も含めて鯛整してください。

(2) 配付

市区町村及び街角の年金相談センターへ以下の①~④を配付してください。

①送付書(別添7)

②新様式診断書

③診断書作成の留意事項

④ 医療機関あて説明文

2 

。。



αコ

《眼の障害》

①欄
障害年金の支給を求める傷病名を記入
してください。

⑦欄
「傷病が治っている場合』は、初診日
から 1年6カ月以内に、治療を行って
も回復の見込みがなく、その症状が変
わらない状態となった場合、その日を
記入してください。

⑪欄
現症時の日常生活活動能力だけでなく、
労働能力についても必ず記入してくだ
さい。

⑫欄
診断時に判断できない場合は、
『不詳』と記入してください。

〈お願い〉
この診断書i土、障害年金の障害等級を
判定するために、作成をお願いしている
ものです。
記入漏れや疑義が生じた場合は、作成
された医師に照会させていただくことが
ありますので、ご承知置きください。

障害基礎年金・障害厚生年金の診断書作成の留意事項

よ嗣肌.一

祝日陥叉陪珍官.. 初4民事情

所収勉

軸年 R ロ

開田嗣

山. 印

※氏名・生年月日・住所など記入漏れがないかご確認ください。

別添3

③欄
①欄の傷病のために初めて医師の診
療を受けた日を記入します。診療録
で確認できるときは、 『診療録で確
認JをOで囲んでください。確認で
きないときは、 『本人の申立て」を
Oで囲み、申立て年月日を記入して
ください。

初診年月日と現症日の記入漏れがな
いようお願いします。

⑪欄(4)(5) (6) 

該当する障害がある場合は、記入し
てください。

⑩欄 (2)
視野障害がある場合、ゴールドマン
視野百十の測定により、①に 1/4の
測定結果を②ー1に1/2の測定結
果を記入するとともに、②-2中心
視野の角度欄には左右8方向の角度
と計を記入してください。

⑬欄
本人の状態について特記すべきこと
があれば記入してください。

③日本年余機構
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③欄
①の傷病のために初めて医師の診療

を受けた日を記入します。診療録で

初診が確認できるときは、『診療録で

確認』をOで囲んでください。確認で
きないときは、『本人の申立て』をO
で囲み、申立て年月日を記入してく
ださい。

与叫月日.~ムとの酬

診
聞民年金
庫偏向匹..峰陣⑧ ①欄

障害年金の支給を求める傷病名を記入

します。該当するICD-l0コードも必ず
記入してください。

例高次脳機能障害
ICD-l0コード(F04、F06、F07) 

初診年月日と現症自の記入漏れがない
ようお願いします。

⑩イ欄
ア欄の程度、症状およびそれらの症状

に伴う日常生活や労働に関する制限に
ついて具体的に記入してください。

また、投薬治療を行っているときは、処
方薬名や用量なども記入してください。

⑩ア欄
該当する病状または状態像の番号を0
で囲んでください。

⑦欄
特に知的障害や発達障害については、

これまでの状態を参考としますので、

本人や家族などの話をできるだけ詳し

く記入してください。

4 

Cコ

くお願い〉

この診断書は、障害年金の障害等級

を判定するために、作成をお願いしてい
るものです。

過去の障害の状態については、当時
のカルテに基づいて記入してください。

診断書に記入漏れや疑義がある場合

は、作成された医師に照会することがあ
りますので、ご了承ください。

③日本年金機構
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園田明 日明

ー一. ，"""，.，・・ 5 峨帽同時舵副'剛一一一・町一

】

. ~む附.
. .崎【

"咽附.帽岨馴...咽
V 闘姐 調 棚嗣・町刷
川町リ叩
.. 咽《

山田副幽畑 -

1 開明 富町崎市町 '… . .咽ι3
..町山申
団副 ，他即叫 副市町内内 4 凶a
鴨白川伸 圃予吋
守山崎吋川町泊盤以ー園

山崎4岡町.，-.(̂. o e. n) 
且マー畑民…田岡田

布一切

I 岡町一一一 z 叫・・.. . 帽，. 9，.，. ，. .，..'" 
.田町
γ 開イ畑
，同町=回官官..._，."'""醐欄間
‘ "聞 ，勘 '" 。川 ...剛健
鴨.咽

日間嗣猷
一…曹司;r.II~b_.-~.""or;o

. "U:""町叩町...."".・.帽

..  刷
l奥山山岡肺
門叫嫡《

.~餌何冊制 l
糊

.町鈍 【

-違憲事項
咽 「でんかん串作田タイプl
てん也、ん魔作がある場合1;1:‘以下の発作の
タイプ (A-D)のいずれかをOで囲んで
ください。

A 意識障害を呈し‘扶況にそぐわない
行為を示す発作
B:意識障害の有無を問わず、転倒する
発作
c 意識を失い、行為が途絶するが、倒
れない発作
0:意識障害はないが、随意運動が失わ
れる発作

租 「直盆脳盤盤堕宣』
失語の症状について審査を希望される場合I主、
君臨機能の障害用(様式第120号ののの診断書が
必要になります.

※氏名 M生年月日・住所など記入漏れがないかご確認ください。
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⑩ウ欄 (2.日常生活能力の判定)
f 冒m…向d附醐f田時星?4のb柑刊4阪E湾稲田げ飢、望て論の…も鯛の-:;認1阻んで》叩~".) s 同U内一也、調T育園H田前一向帽.洲e一幽一同固m一にaLa帽M同帥帥町闘せ山し町刊肌さ".1日常生活能力の判定は、保護的環境

下ではなく、一人で生活している場 咽神{障"冒4S〉柑週刊帥‘桂陣胃昌宝t咽置同t主体骨置過・に植で量P圃42E司..担問胃・世幅唖"司】骨司尚

合を想定して判断してください。 tイ} 金具量4岡刑剛府Z世EAt宜し圃てE4Ltt用d匝F躍い，は再E四者色町封入国師巳ういても
」血Y…Jd盟包唱囲ZZ一EdRYRS官Z官Z官…阿市m制mHE措口l抗同措抗ぽ伐

(1) -(ηの項目に判断の基準となる
例を記醸していますので参考にして、

2 日判常圃l生~.豆k担ヲ力てt回L刺岡車..で惜正血眉すす4る"もL咽hl=b，可，.ヲtFfEFLThaτpで4刊世岡gLuτ.〈1EtRV. 3 

該当する項目のロに〆印(子"のを
(11.圃圃司聞~吋日困層.，司珊・U"".~・~，~"潤H..ð:."国r哩e画幅.. 叫皆目ぷ酬持a附.酢者試MみtYL忠明温rT.

付けてください。
ロでM ロ.践m"WZロ山臼Z田~“2需品口駅』刷、需ttES

'"aE陣且田園調 wa且~句-客酢情強属持平咽.. 可'<0ε..ι '"司明副~;-伸占畑.白，司地t神可E時耳h・6圃置宵の'd肉;~品~岡.平市'aRt〈・"同m.E市.号担z捜け'岬晶司区，.明れ，・申弘同宜"同b司町丘咽軌'岬作ず・こる阿単a4ゆ~生膏〈一…叫
.ここで言う「行わない」は、障害の 0..，.. ロ民-山句神判制山・ロS固剛ZZI品一官貯一'口…ll:守唄」情'""
性質上の行動であり、性格や好き嫌

砂市叩..， 
"珂幽壇圃畠陣、.ー金.. 量唱-元R世."相札ζ凹官桐Lm，判官官ー屯噛H幽岡・回田守・，6h4EaE.ι -，. ， ‘ " 帽ヂ刑-酔司"・.......，..'"噌副，.占b剖'"戸占""""'"
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⑩ヱ欄
本人や家族などから聴き取りができ

(.，*・a咽陪圃.. ~E再開 'a市曲冒z匡a阜a訓唱a叫t干晶.:.薗JaEムA官4桓で咋固'邑・ーa'4zEK占E--的.‘&内.踊，企曹eと，崎V止.， 
，，' 申圃園，.窪B由周d田岡骨k弘日がa週t四訓4宵5Tに睦E4陣a同跡盟で嚇色、:司均ECb情.‘晶~明掴司目"畳v宮世間v量オにt咽1H守居毘S骨t畑.量』aで-廿札ぜ品7s価'aM蝿時仇宵且周虫唱てb明で旬:開仇.証.=町砂瑚.圃'hF伸'，..< 

た場合は、できるだけ記入してくだ 「、卜¥
白山口自伺と可民"話誌E 回目叩山間口忠p品~刷4tt苗

さい。 "唱団岨・咽働軍骨伊守.. 嗣唱信咽e担4割何山応LM4-tr叫.，咽占直担噂訓剛凶-.. 噌..~~.II.!>生訓位
何》訓…W同郡W一刷部一咽l、tEV帥…一同日一同一品品目叫制帆-蜘A 

¥ぐ巾ロ詩t草.-ロ毘州山a ロ宮IRR5日

⑫欄 ::野手tR酎 "， MlMrJl.Un''''''''''''''''''!<;;;iJ". 

| ・咽冊 ・自営 ・骨骨曲 f
診断時に判断できない場合は、『不詳」 '.掴..ト 叫祖是‘包邑陣叫台".回皿抽 州“耳
と記入してください。

N I ~~~( I~ ..m 国同嗣個1=.Jl民..'
ロひとR司咽n"I 阿田園、

代一。畑一吹田一 .一一一一一向回E一<ー一ピ4珂 -
⑬欄 内¥①欄に神経症圏(ICDー10コードがF4l
の傷病名を記入した場合に、『統合失hfき調症、統合失調症型(感障害情)および妄想性
障害』または『気分 障害』の病態
を示しているときは、その病態とICD
-10コードを記入してください。 . . ...... 
病院または診療所の名称だけではなく、

上耳目と由.，.断レ宜寸. 刊 e 月 ロ
ピ /ー+桐酬回帥在師岡師地 '療鮒当椅.

所在地も忘れずに記入してください。 師同

I ~mi I 

⑩ウ欄 (3 日常生活能力の程度)
日常生活能力の程度は、知的障害以外
の精神疾患であれば(精神障害)欄の、
知的障害であれば(知的障害)欄の(1)
-(めのいずれかをOで囲んでください。
発達障害については、知的障害と同棒
の症状が顕著にあらわれている場合は
(知的障害)欄に記入していただいて
も構いません。

-日常生活能力の程度を判断するに当たつ
ては、各項目の下部に記載している例を
参考にして、生活全般を総合的に判断し
てください。

⑩カ欄
知的障害や発達障害の場合I土、知能指
数および精神年齢を必ず記入してください。

また、認知障害の場合は、認知検査をさ

ば
れているときは、その結果を記入してくだ
さい(判定の参考にします)。

⑩キ欄

障害者自立支援法による障害福祉サービ
スなどを利用しているときは、その種類や
内容について記入してください。

てんかん、知的障害、発達障害、認知障
害、高次脳機能障害などは、小児科、脳
神経外科、神経内科、リハビリテーション

/ 科、老年科などでそれぞれの疾患の専門
医師として従事している方であれば、精神
科の医師でなくても診断書を作成できますe



医療機関担当者様

自民の障害用診断書様式の変更について

日頃より年金事業の運営にあたりましては、格別のご協力を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、平成25年3月29日厚生労働省大臣官房年金管理審議宮通知により国民年金・厚生年金保
険障害認定基準の一部改正が示されました。これに伴い、眼の障害用診断書様式が変更となりま
したのでお知らせします。

日本年金機借00年金事務所

医療機関担当者棟

眼の障害用診断書様式の変更について

日頃より年金事業の運営にあたりましては、楢別のご協力を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、平成25年3月29日厚生労働省大臣官房年金管l里審議官通知により国民年金・厚生年金保
険障害認定基準の一部改正が示されました。これに伴い、眼の障害用診断書様式が変更となりま
したのでお知らせします。

日本年金機構00年金事務所

医療機関担当者様

恨の障害用診断書様式の変更について

日頃より年金事業の運営にあだりましては、格別のご協力を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、平成25年3月29日厚生労働省大臣官房年金管理審議官遇知により国民年金・厚生年金保
険障害認定基準の一部改正が示されましだ。これに伴い、眼の障害用診断書儀式が変更となりま
したのでお知らせします。

日本年金機構00年金事務所

医療機関担当者様

眼の障害用診断書様式の変更について

日頃より年金事業の運営にあだりましては、格別のご協力を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、平成25年3月29日厚生労働省大臣官房年金管理審議官通知により国民年金・厚生年金保
険障害認定基準の一部改正が示されました。これに伴い、眼の障害用診断書様式が変更となりま
したのでお知らせします。

日本年金機構00年金事務所
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医療機関担当者様

精神の障害用診断書様式の蛮更について

日頃より年金事業の運営にあたりましては、格別のご協力を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、平成25年3月29日厚生労働省大臣官房年金管理審議官通知により国民年金・厚生年金保
険障害認定基準の一部改正が示されました。これに伴い、精神の障害用診断書原式が変更となり
ましたのでお知らせします。

日本年金機構00年金事務所

医療機関担当者様

精神の障害用診断書様式の変更について

日頃より年金事業の運営にあたりましては、格別のご協力を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、平成25年3月29日厚生労働省大臣官房年金管理審議官遇知により国民年金・厚生年金保
険障害認定基準の一部改正が示されました。これに伴い、精神の障害用診断書様式が蛮更となり
まレたのでお知らせします。

日本年金機構00年金事務所

医療機関担当者様

精神の障害用診断書様式の変更について

日頃より年金事業の運営にあだりましては、格別のご協力を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、平成25年3月29日厚生労働省大臣官房年金管理審議官通知により国民年金・厚生年金保
険障害認定基準の一部改正が示されました。これに伴い、精神の障害用診断書様式が蛮更となり
ましたのでお知らせします。

日本年金機構00年金事務所

医療機関担当者様

精神の障害用診断書様式の変更について

日頃より年金事業の運営にあたりましては、格別のご協力を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、平成25年3月29日厚生労働省大臣官房年金管理審議官通知により国民年金・厚生年金保
隙障害認定基準の一部改正が示されました。これに伴い、精神の障害用診断書様式が変更となり
ましたのでお知らせします。

日本年金機構00年金事務所

。。ー
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平成00年00月00日

市区町村国民年金担当課御中

日本年金機構00年金事務所

眼及び精神の障害用診断書等の送付について

日頃より年金事業の運営にあたりましては、格別のご協力を賜り厚くお礼申し上げます。

平成 25年 3月 29日厚生労働省大臣官房年金管理審議官通知「国民年金・厚生年金保険

障害認定基準の一部改正について」及び厚生労働省年金局事業管理課長通知「国民年金・

厚生年金保険障害認定基準の一部改正に伴う診断書の項目改正についてJ(以下「通知」と

いう。)が示されたところ、市区町中すにおかれましでも地方厚生(支)局より同様の通知が

示されていることと存じます。

つきましては、今回の改正に伴い新しい様式となりました別添の眼及び精神の障害用診

断書(以下「新様式診断書Jという。)及ひ診断書作成の留意事項並びに医療機関あて説明

文を配付いたしますのでご査収ください。

今後、平成25年 6月 11'1から以下のとおり事務を行います。ご不便をおかけしますがご

理解を賜りますようお願い申し上げます。

1.実施年月日

(1)改正後の障害認定基準による事務の実施年月日

①新規請求・額改定(額改定請求書、支給停止事由消滅届等)

平成25年6月 1日受付分から

②障害状態確認届

平成25年5月送付対象者 (6月生月者)から

(2)新様式診断書の変更実施時期

①管理帳票等用 平成25年5月使用分より

②現況確認用(障害状態確認届):平成25年5月送付対象者 (6月生月者)より

2.新様式診断書等の窓口交付

上記 r1. Jの実施のため、平成25年5月l日か九請求者に新様式診断書、記入上の

注意及び医療機関あて説明文を交付していただくようお願いいたします。

-14-



別添8

国民年金・厚生年金保険 障害認定基準の一部改正

Q&A 

日本年金機構

年金給柑部給伺企画グループ

zu -



目次

第1節/眼の障害 認定基準について....................目H・a・...・a・山・H・H・...............…日....・H・H・H ・..3

第8節/精神の障害 認定基準について…H・H・目…..................・H・...................・・・・・・..5

2
 

-16 -



0第1節/眼の障害認定基準について

|Q1 改正の目的を教えてください。

A1 障害年金や障害手当金の障害認定は、「国民年金・厚生年金保険障害

認定基準J(昭和61年3月31日庁保発第15号、平成14年3月1
5日庁保発第12号一部改正)により取り扱っていますが、その後の医

療水準の向上による医学実態を踏まえる必要があること、また社会保険

審査会や事務センター等からの要望で、より詳細な認定要領や診断書様

式が求められていることから、見直しを行ったところです。

|Q2 改正の概要を教えてください。

Q2 改正の概要は次のとおりです。

①視野障害に中I~視野の8方向の角度の合計で判定する基準を追加

② 「まぶたの運動障害」、「眼球の運動障害」、「瞳孔の障害」を追加

③診断書にゴールドマン視野計の1/2と1/4の測定結果をそれ

ぞれ記載できるように変更

Q3  視野の測定結果の記載方法は、従来からゴールドマジ視野計のほか、

「自動視野計又はこれに準ずるもの」と規定されていますが、自動視野

計の測定方法が明記されていません。明記されていなし1理由を教えてく

ださい。

A3 自動視野計による測定値にかかる運用基準の必要性から、厚生労働省

で開催された「障害年金の認定(眼の障害)に関する専門家会合」にお

いても規定すべきとの意見もありましたが、ゴールドマン視野計の測定

値との整合性などを整理するには、時間を要することから、今回は導入

を見送ることとなりました。

なお、専門家会合においてまとめられた「障害認定基準の今後の検討

課題等について(提言)Jでも、自動視野計の測定値の導入を望まれる

とされており、今後の課題となっています。

3
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Q4 視野の測定は、 1/2と1/4の視標を用いることとなっていますが、

これだけでは求，~\性視野狭窄の判断や輪状暗点の確認ができないのでは

ないでしょうか。

A4 視野の認定については、傷病名や所見等から求，~\性視野狭窄や輪状暗

点が認められ、 1/2と1/4の視標で中山の残在視野が分かれば、認

定することは可能と考えます。

なお、提出された診断書のみで認定が困難な揚合は、必要に応じて医

師照会等を行ってください。

Q5 改正後の認定基準で「両眼の視野が10度 (5度)以内」を f10度

(5度〉以内におさまるもの」と修正した理由を教えてください。

A5 改正前の認定基準でも認定に支障はありませんが、認定基準をより明

確にするだめf10度(5度)以内におさまるちの」と修正しています。

Q6 視野障害で両眼の視野が1/4の視標で10度以内であれば障害手当

金に該当することになっていますが、網膜色素変性症や緑内障など進行

性の疾患でも障害手当金と判定するのでしょうか。

A6 認定基準において、進行性の疾患など「傷病が治らないもの」につい

ては、障害手当金に該当する程度の障害の状態がある揚合であっても3

級に該当することとしています。

|Q7 診断書の視野表が2つになつだ理由を教えてください。 、 | 

A7 改正前は、 1つの視野表に2つの視標(1/4と1/2)の測定結果

を記載することになっていましたが、一方の視標しか記載しないケース

や認定上関係のない視擦を記載するケース等による不備が多いとの意

見がありましだ。

そのため、診断書の視野表については、 1/4と1/2の視標を別々

に記載することで適正な判断ができるように儀式を変更しました。

-4ー
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Q8 中山暗点のみの揚合は、原則視野障害として認定は行わないが、状態

を考慮し認定するとなっていますが、状態を考慮し認定するとはどのよ

うに判定するのでしょうか。

A8 中I~'暗点のみの揚合は、中山部に暗点があると視力でかなり障害を受

けているので、基本的には視力障害で認定することとなりますが、暗点

が中山からすれていることにより視力が保たれるため、その揚合は視野

障害の「両眼による視野の2分の 1以上欠損しだもの」に該当するか

判定してください。

Q9 請求傷病が眼目怠痘撃(がんけんけいれん〉の揚合は、眼の診断書を配

布するのですか。

A9 請求傷病が眼目怠痘撃の揚合は、まぶた(眼目愈〉の障害以外lこ神経系統

(肢体の障害用〉や精神障害(精神の障害用〕の症状が現れることがあ

りますので、障害の状態を確認して適切な診断書を配布してください。

0第8節/精神の障害認定基準について
|Q1 改正の目的を教えてください。

A1 高次脳機能障害は、平成 13年度~平成 17年度に厚生労働省におい

て実施されだ高次脳機能障害支援モデル事業により、病態1象は明快にな
ってきましたが、障害年金の認定にあたって、以下の問題点が残ってい

ました。

①病態が精神科と神経内科の領域にまたがっており、障害認定にあたっ

て認定医の専門外の部分の判断が求められる。

②発達障害と同様に社会性やコミュニケーション能力の欠如から日常

生活に支障を来すところが園民年金・厚生年金保険 障害認定基準

第8節/精神の障害(以下「認定基準」という)上で明確化されてい

ない。

③肢体の障害や言語の障害を併発していることが多く、これらの障害と

併せて判断しなければならないが、日常生活への支障がどの程度であ

るかの判断が肢体等の機能障害を生じていない揚合に比べ難しい。

これらの問題点を認定基準の見直しにより解消する己とで、認定事務

の効率化及び~一化を図ることが目的です。
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|Q2 改正の概要を教えてください。

A2 改正の概要は以下のとおりです。

①高次脳機能障害の病態像について具体的にどのような症状が生じる

ものかを記載

②併発する言語障害との併合について明確化

③病態!象をより明快に確認できるよう診断書の記載内容の見直し

④その他文言の整理

|Q3 改正により取扱いが変更された点はありますか。

A3 認定基準の明確化を目的としだ改正であり、取扱いが変更された点はあ

りません。

Q4 認定基準A(1) Iもう想」を「安想」と修正したのはどのような理由で

しょう力、

A4 医学的に標準的な記載方法に修正したものです。

Q5 認定基準A(1)等、「そううつ病」を「気分(感情)障害Jを修正した

のはどのような理由でしょうか。

A5 認定基準A(1)例示2は運用上、 ICD-10のF3区分全体に適用レて

いましたが「そううつ病 (F31)JはF3区分の一部分にすぎないだめ、

厳密には他の区分(例えば「うつ病 (F32)J等〉に適用する規定があり

ませんでしだ。

そこで、 ICD-10のF3区分の総称である「気分(感情〉障害」に修正

することで認定基準の適用対象を明確にしました。

-6-
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Q6 認定基準A(3)、B(6)に就労について、「労働に従事していること

をちって、直ちに日常生活能力が向上しだものと捉えず、その療養状況

を考慮するとともに、仕事の種類、内容、就労状況、仕事揚で受けてい

る援助の内容、他の従業員との意思疎通の状況等を十分確認したうえで

日常生活能力を判断すること。」という文言が追加され疋のはどのような

理由でしょうか。

A6 現在、厚生労働省において障害者基本法等を基に精神障害者の一体的

な就労支援が実施されています。そのため、平成23年6月30日年発

0630第1号国民年金・厚生年金保険障害認定基準の一部改正について

(平成23年9月 1日改正)において、認定基準D及びEに同様の文言

が加えられたことに合わせて、今回、 A及びBを修正したものです。知

的障害や発達障害だけでなく、他の精神障害についてち、就労している

事実のみをもって認定するのではなく、配慮や援助の状況等を十分確認

したうえで認定すべきであることを明確にしたものです。

Q7 認定基準A (5) rなおi認定にあたっては、精神病の病態がICD-10
による病態区分のどの区分に属す病態であるかを考慮し判断すること。」

とありますが、神経症圏 (F4)の傷病名で請求があり、 ICD-10の病

態区分が診断書に記載されていない揚合、すべて医師照会等を行って、

精神病の病態を呈しているかを確認しなければならないのでしょうか。

A7 神経症圏(1=4)の傷病名で請求があった揚合は、先す認定医に提出さ
れた診断書から精神病態が確認できるかをうかがってください。認定医

が明らかに精神病相当の状態ではないと判断した揚合、又は、明らかに

精神病相当の状態であると判断した揚合は、必ずしも医師照会等して病

態を確認する必要はありません。ただし、必ず認定調書に理由を記載し

ていだだいてください。

診断書から精神病態にあることが判断できない揚合は、医師照会等行

ってください。

診断書の記入上の注意には「病態を示しているときは、(⑬備考」欄に

その旨と示している病態のICD-10コードを記入してください。」とあり

ます。しかしながら、精神病の病態を示していないときの注意書きは無

いため、痛態について記載されないままに提出される診断書が椙当程度

あると者えられます。そのため、すべて医師照会等を行つだ揚合、診断

書作成医に二度同じことを確認させる恐れがあること、及び、事務の非

効率につながることから、当初記載された症状のみで認定医が障害状態

を判断できる揚合は、医師照会に依らずに決定することも司としましだ。

-7ー
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Q8 ICD-10コードの病態区分について医師照会しても「精神病の病態を呈

しているが、 ICD-10コードは記載できない」と回答される揚合があり

ます。このような揚合、診断書作成医の判断に加えて、認定医の医学的

見地から病態を判断して認定することは可能でしょうか。

A8 診断書作成医の「精神病の病態を呈している」との意見と、認定医が

精神病相当の状態であると判断する場合は、双方の意見を勘案して認定

レてください。ただし、認定調書に必ず認定医の意見を記載してくださ

い。

診断書作成医の中には、 ICD-10コードを記載することは、病名を診

断することと同義であると捉えている揚合があり、医師照会に対して協

力が得られない揚合があります。そのような揚合は、認定要領A (5) 

を踏まえ精神病相当の状態にあるかを確認する等、適切に対応してくだ

さい。

Q9 認定基準B(1)等、「認知症」を「認知障害」と修正したのは、どのよ

うな理由でしょうか。

A9 [傷病名(認知症ア』を認定基準の各等級の例示に用いるのは、適用範

囲が限定されてしまうため、ふさわしくないことから『症状(認知障害)s
を表す語に修正しだものです。

Q10 認定基準B(5) r高次脳機能障害とは、脳損傷に起因する認知障害全
般を指レ・」とあるが、高次脳機能障害を引き起こす原因は具体的にど

のようなものがあるのでしょうか。

A10 高次脳機能障害はさまざまな傷病から引き起こされますが、主に以下

の原因によるものと考えます。

頭部外傷 硬膜外血1重、硬膜下血握、脳挫傷、び慢性軸索損傷
脳血管障害 脳内出血、脳梗塞、くも膜下出血、もやもや病

感染症 脳炎、工イズ脳症

自己免疫疾患 全身性エリアマトーデス、神経ペーチエット病

中毒疾患 アルコール中毒、一酸化炭素中毒

その他 多発性硬化症、脳腫虜

8
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Q1 1 認定基準B(5) rなお、障害の状態は、代償機能やリハビリテーショ
ンにより好転も見られることから療養及び症状の経過を十分考慮する。」

という文言はどのように取り扱えばよいでしょうか。

A 1 1 ここでは障害認定日を判断する際の者え方について述べられています。

高次脳機能障害による精神の障害は代償機能やリハビリテーションによ

り改善する可能性があるため、障害認定日は 1年6力月を経過した日と

なります(失語による言語の障害ち同様です。)。

Q12 認定基準B(5) r失語の障害については、本章「第6節言語機能の
障害」の認定要領により認定する。」とあるが、高次脳機能障害で障害年

金を請求する揚合、精神の障害と言語障害(失語)が併君子する場合、ど

の診断書を案内するべきでしょうか。

A12 精神の診断書儀式(様式第 120号の4)と言語の診断書〈様式第 120

号の2)を案内してください。
高次脳機能障害での請求の揚合は、基本的には精神の診断書を案内し

ます。ただ、高次脳機能障害は、前記 Q10において示されているよう

にさまざまな傷病から引き起こされるため、症状によって診断書の組み

合わせち多岐に渡るだめ、お客様ヘ案内する際は症状を十分聴取してか

らご案内ください。

主要なケースのーっとして、脳血管障害により高次脳機能障害と手足

の麻痔が後遺症として残った揚合は、高次脳機能障害の症状に対して精

神の診断書(失語の症状がある揚合は言語の診断書〕、手足の麻痩に対し

て肢体の診断書(様式第 120号の3)をご案内します。

0精神の障害用診断書について

|Q13 診断書⑩ア欄の文言が修正され疋のは、どのような理由でしょうか。

A13 医学的に標準的な記載に修正したちのです。文言の意味が愛更された

わけではありません。

-9ー
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Q14 認定基準B(5)には、高次脳機能障害に「失語、失行、失認のほか

…」とあるが、診断書⑩ア欄に『失語』が無いのはなぜでしょうか。

A14 失語の評価は、国民年金・厚生年金保険障害認定基準第2節/蹄覚の

障害によって判断するため、精神の障害用の診断書からは除いています。

失語の症状がある揚合は、言語の診断書(綴式第 120号ののをご案内

ください。

|Q15 診断書⑩アX3r離脱」を削除したのはなぜでしょうか。

A 1 5 r離脱」は、依荏の概怠に含まれるものであり、医学的に乱用や依荏
と血列に記載されるものではないこと、及び、障害年金を請求する初診

白から 1年6カ月経過しだ日以降には、離脱症状が続くという人は極め

てまれである、という理由から専門家会合で合意のうえ削除されました。

Q16 障害認定基準第8節/精神の障害2認定要領B(4)には、精神作用

物質使用による精神障害は、「…精神病性障害を示さない急性中毒及び盟

らかな易体依容の見られないものは、認定の対象とならない。」とある。

「明らかな身体依荏」があるかどうかを判断するにあだり、「離脱」の程

度は重要な項目となりますが、今後、診断書のどの欄を使用して記載す

ればよいのでしょうか。

A16 離脱症状はアルコール、薬物依害による精神及び行動の障害に出現す

る症状の一つです。現症時に症状が出現しているのであれば、診断書⑬

イ欄を使用して記載していただいてください。

Q17 診断書から精神保健指定医番号を記載する欄が削除されだのはどのよ

うな理由でしょうか。

A17 改正前の診断書では、精神保健指定医でなければ診断書を作成できな

い、という誤解が生じていました。精神の障害問診断書は、精神保健指

定医に限らす精神科を標梼している医師等も作成することができるため

削除しましだ。

なお、診断書を作成する医師の意見は、認定事務において重要な情報

となります。このため、可能な範囲で精神保健指定医又は精神科を標梼

する医師等専門医の受診をご案内いただくことは差し支えありません。

。
-24-



日本年金機構理事長殿

別添A

年管発 0329第 1号

平成 25年 3月29日

厚生労働省大臣官房年金管理審議官

(公印省略)

国民年金・厚生年金保険障害認定基準の一部改正について

国民年金法施行令(昭和34年政令第184号)別表並びに厚生年金保険法

施行令(昭和29年政令第110号)別表第1及び別表第2に規定する障害の

程度の認定については、「国民年金・厚生年金保険障害認定基準の改正について」

(平成14年3月 15日庁保発第 12号)により取り扱っているととろである

が、近年の医学的知見を反映して、認定基準及び認定要領を見直すとともに、

表現や例示の明確化を図るため、関係の専門家による審議等を踏まえ、今般、

「国民年金・厚生年金保険障害認定基準Jの一部を別紙1及び別紙2のどおり

改正し、平成25年6月1日から適用することとしたので通知する。

なお、国民年金法等の一部を改正する法律(昭和60年法律第34号)に

より従前の例によることとされた改正前の国民年金法(昭和 34年法律第

141号)及び厚生年金保険法(昭和29年法律第115号)の規定に基づく

障害給付に係る障害の程度の認定については、それぞれ「国民年金障害等級

認定基準J(昭和54年11月1日庁保発第31号)及び「国民年金において

併合認定を行う場合の後発障害認定基準J (昭和 54年 11月 1s庁保発第
32号)並びに「厚生年金保険の障害認定要領J (昭和 52年 7月 15日

庁保発第20号)により取り扱うものであることを申し添える。
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(別紙1)

。国民年金・厚生年金保険障害認定基準(第1節/眼の障害)新旧対照表
(傍線部分は改正部分)

改 正 後 改 正 前

第3 障害認定に当たっての基準 第3 障害認定に当たっての基準

第1章障害等級認定基準 第1章障害等級認定基準

第1節/眼の障害 第1節/眼の障害

眼の障害による障害の程度は、次により認定する。 眼の障害による障害の程度は、次により認定する.

1 認定基準 1 認定基準

i~の障害については、次のとおりである。 眼の障害については、吹田とおりである.

令別表 障害の程度 障 害 の 状 態 令別表 障害の程度 障 害 の 状 態

1 級 両眼の視力の和が 0.04以下のもの 1 級 両眼目視力の和が 0.04以下のもの

両眼の視力の和が O.05以上 0.08以下 両眼の視力の和が 0.05以上 0.08以下

国年令
のもの

国年令
のもの

日l 表 身体の機能の障害が前各号と同程度 即l 表 z 級
身体の機能の障害が前各号左同程度

2 級 以上t認められる状態であって、日常 以上と認められる状態であって、日常
生活が著しい制限を受けるか、又は 生活が著しい制限を受けるか、又は
日常生活に著しい制限を加えることを 日常生活に著しい制限を加えることを
必要とする程度のもの 必要とする程度のもの

別表
3 級 同眼の視力が 0.1以下に誠じたもの

別表
3 級 両眼の視力が O.1以下に減じたもの

第1 第1

両眼の視力が 0.6以下に減じたもの 両眼の視力が O.6以下に減じたもの

一眼の視力が O.1以下に減じたもの
厚

一眼の視力が 0.1以下に減じたもの
厚

年
両限のまぶたに著しい欠損を残すもの 別表 同眼のまぶたに著しい欠損を残すもの

年
令 第2

障害手当金
~rJ表 両i~による視野が 2 分の l 以上欠損 両眼による視野が 2分の l以上欠損

令 第2
障害手当金 したもの又は両眼の視野が 10度以内 したもの又は両眼の視野が 10度以内

のもの のもの

両眼の調節機能及び輯鞍機能に著しい 両眼目調節機能及び輔鞍機能に著しい
障害を残すもの 障害を残すもの

身体の盤整にョ差盤が掴盟を受けるか主

:&はる程智儲度のに制障害限を砕残加すえもることを必璽と
す の

2 認定要領 2 認定要領

眼の障害は、視力障害、視野障害又はその他の障害1"区分する。 眼の障害は、視力障害、視野障害、調節機能障害及び輯報機能

匿害豆はまぶたの欠損瞳宣に区分する。

(1)視力障害 ([)視力障害

7'イ (略) ア・イ (略)

ウ屈折異常のあるものについては、矯E視力により器定 ウ 屈折異常のあるものについては、矯正視力を測定し、

する固 よ主klとより認定する.

矯正視力tは、限科的に最も適正な常用し得る矯正眼鏡又は 矯正視力どは、眼科的に最も適正な常用し得る矯正眼鏡又は

コンタクトレンズによって得られた視力をいう。 コンタクトレンズによって得られた視力をいう。

なお、眼内レンズを挿入したものについては、挿入後の矯E なお、眼内レンズを挿入したものについては、挿入後の矯正

視力iとより認定する。 視力を測定し これにより認定する.

エ 両眼の視力とは、それぞれの視力を別々に測定した数値で エ 両眼の迫力1土当面眼謹によって墨加された軍力ではなく 3

あり、同眼の視力の主主』主』それぞれの測定値を合算したもの それぞれの視力を別々に測定した数値であり、両眼の視力のl'!!

をいう。 よ旦それぞれの測定値を合算したものをいう。

オ 屈折異常のあるものであっても次のいずれかに該当する オ 屈折異常のあるものであっても次のいずれかに該当する

ものは、裸眼視力により認定する. ものは、裸眼視力により認定する.
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(7) (略) (7) (略)

(イ) 矯:iE1こより不等像視を生じ、両眼視が困難1となることが (イ) 矯正により不等像症を生じ、両眼視が困難止なるこkが

医学的に認められるもの 医学的に認められるもの

(9) (略) (ウ) (略)

カ (略) カ (略)

(2)視野障害 (2)視野障害

ア 宜野の測定は三ゴールドマン鍾壁置及び自動彊竪計又はこれ ア 「身佳の機能の瞳害が前圭骨k同程度以上と罷められる

らに準ずるものによる四 主主藍であって 2 日童生童が蓋しい劉陸を霊けるか主主は日常

生置に蓋しい園陸を加えるこどを必要kする程度のもの!と

はョ西E毘の視竪が5度砧内のものをいふ

イ ゴールドマン視野計による還合通直心ll!竪については 1/2 イ 輩野l主主ゴーノレドマン視野計及び自動視野計茎はこれらに

のll!橿を用いョ周辺宜野については Iど4の翠塞を用いるa 準主るものを用いて測定するg ゴールドマン宜野計を用いる

なお当それ以外の測定方法による望台はョこれに担当主る 場合通虫心ll!壁の測定には 1/2のll!霊を用い主周辺翠野の

視探を用いることとする。 測定には 1/4の視標を用いるg それ以外の測定方法による

ときは当これに担当する視塁を用いるこkとするg

ウ 『身佳の撞盤の堕宣が菌全量k同翠度以上と翠められる

盆態であってョ日童生置が蓋しい劃匿を圭けるかョ又は日常

生活 I~董しい担匿を加える二とを必霊止する程Eのもの!と

i土s求心性宜野狭窒又は瞳:tt>堕卓があるものについて 3 肢の

い主れかに量当主るIlのをいi.

!12 !.flの視握で西砲の謹壁がそれぞれ5度以内におさまる

主2

(イ] g のm竪がそれぞれ!.sの草壁で虫心10塵以内に
おさまるものでョかっJL.<のm墨で虫心10度以内の
8方向の残査視竪の負産の合計が56産以主のもの

との場合ョ左主ll'1々 に8方向の草野の宣度を主め3い:fh

か大きい方の合置が56産以王のもの止するE

なお当ゴールドマンi星野計の.!.sの翠橿での測定が不能
の場合はョ主心士主ll!壁狭空白症立を査していιば通国筆の
ものtして認定する。

l注L1主心性宜野狭窒l主ョ掴堕色室窒盤症や盆内障等!とより当

翠竪の屋辺盤会から欠撞が始まり基えない菌盆が虫心函

に向かって進宣するbのである，
ごに ~の鐘竪が 10度以内のものJ とは当 lß心性鐘野狭窒 ウ 「直眼の視竪が10度以内l又は『匝眼の視竪が5度以自l

茎は盤主主堕点があるものについてョ困曜の盈野がそれぞれ とはョそれぞれの限の翠野が 10度以内又は~且自のもの

.!.sのm霊で中心の残査盈竪が10度以内におさまるものを をいい当主心生担竪重量窒の意味であるa また通量t主暗点が

己主ι あるものについて聖心の残査担竪がそれぞれ10産以内又は

この盛合通上記ウ(イ)の Iど2の遡室左迭により当残査謹野 それぞれ5度以内のものを金む自

の負度の合計の2もヨ左主のいずれか大きい方の官置が57産
以上のものを対象とする。

オ 「直眼による視竪が2盆の1以上k盟したもの!とは3 止眼 コ三 「匝曜によるm竪が2会のl以上欠量したものLl;は当直眼
ずつ測定し、それぞれの視野表を重ね合わせるこ tでヨ測定 で一点在注視しつつ測定した視野の生理的限界の面積が2分

した視聖の直蓋が生理的隈界の直蓋の2盆の1以上欠量して のl以上欠撞している場合の意味であるg

いるものをいう内 したがって当面眼の直度の不翠則盤彊竪狭室主は笠盲性

この場合当直眼の直庄の壬l!!.則盤鐘野狭歪又は主盲性 ll!竪欠撞笠は蕗当主るが~主主士主主盲筆では当該当しない

m竪欠担筆は謹当主るが主それぞれの翠竪が2盆の1以上欠撞 場合もある園

していても西眼での謹野が2金の1陸上の欠撞とならない

窒互生主亘筆では骸当しない墨音Ilあるa またj 心暗点

のみの望台はョ塵則謹野障害として認塞はfiわないが当立態
を考慮し認定する。

{注} 杢翠則壁翠竪狭窒は通網膜剥薩通量内障等によりヨ
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i星野が杢墨則に狭くなるものでありヨ主盲士主湿竪欠盟

は当脳梗塞等による同3'!主盲で直胞の謹野の左査の

い主れか圭分がz.揖するものであるaまた当交互性主盲

は当下垂体腫11筆による墨壷主宣で直眼の皐側互は耳側
主分の視竪が欠盟するものである，

(の その他の障害 (3) 調節機能障害及び轄積機能障害

Z Iまぶたに著しい欠損を残すもの」とは、普通にまぶたを 「調節機能及び轄稜機能10著しい障害を残すもの」とは、

閉じた場合に角膜を完全に覆い得ない程度のものをいう. 眼の調節機能及び輯稜機能の障害のため複視、頭痛等の眼精

4 「調節機能及び稿榛機能に著しい障害を残すものJ<:は、 産主主が生じ、読書等が続けられない程度のものをいう.

眼目調節機能及び輔穣機能の障害のため複視や眼精疲労に (4) まぶたの欠損障害

よる頭痛等が生じ、読書等が続けられない程度のものを 「まぶたに著しい欠損を残すもの」とは、普通にまぶたを

いう。 閉じた場合に角膜を完全に覆い得ない程度のものをいれ

ウ 「身住の盤盤に当童館が劃医を受けるか当又は!!i箇に

副陸を加えることを必要とする彊産の障害を残土もの!

とはョ迭のいずれかに該当主る墾産のものをいヨ，

(7) 『まぶたの運動障費』のEちョ眼論壇壁笠で常時直盟
のまぶ立に蓋しい運動匿奮を残すことで佳茎等が輩け

られない程度のもの

!.J2 「眼球の運動産害lの2ち当麻塞性盤視で蓋翠が強固

のため主眼に眼査をしないt生置ができないためミ童館

が制限される程度のもの

ill 「瞳王Lの壁書|のうち 2 監瞳している盆態で瞳孔の
主主主区監の蓋しい瞳蓄により差困{まぶしさlを藍え3

!!i偉に茎匿をきた土盆産のもの

主L視力障害」視野障害ミまぶ左目欠量障室ョ薗盤機盤障宣2 主l視力障害よ視野障害が併存する場合には、併合認定の取扱い
彊墜撞盤瞳宣aまぶたの運動瞳害ョ阻蓋の運動瞳豊又は瞳孔の を行う。

堕査が併存する場合には、併合認定の取担いを行う。
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(別紙2)

。国民年金・厚生年金保険障害認定基準(第8節/精神の障害)新旧対照表

改 E 後 正

第3 障害認定に当たっての基準

第1章障害等級認定基準

第8節/精神の障害

精神の障害による障害の程度は、次により認定する。

1 認定基準 (略)

2 認定要領

精神の障害は、「統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害j、

『気分(感情)障害』、 「症状性を含む器質性精神障害j、 『てんか

んj 、 「知的障害』、 「発達障害Jに区分する.

症状性を含む器質性精神障害、てんかんであって、室輩、幻覚

等のあるものについては、 rA 統合失調症、統合失調症型障害

及び妄想性障害並びに気分(感情)障害Jに準じて取り扱う巴

A 統合失調症、統合失調症型障害及び妄相性障害並びに気分

(感情)障害

(1)各等級に相当する k認められるものを一部例示すると

次のどおりである.

障害の状態

1 統合失調症によるものにあっては、高度の

残遺状態又は高度の病状があるため高度の

人格変化、思考障害、その他麦盈・幻覚等

の具常体験が著明なため、常時の量盟諸ミ

必要なもの

2 盆2ti盛畳1監査によるものにあっては、
高度の気分、意欲・行動の障害及び高度の

思考障害の病相期があり、かっ、これが持続

したり、ひんぱんに繰り返したりするため、

常時の量些が必要なもの

1 統合失調症によるものにあっては、残遺

状態又は病状があるため人格変化、思考障害、

その他圭翠・幻覚等の異常体験があるため、

日常生活が著1..-¥、制限を受けるもの

2 級 I 2 墨金I盛畳i堕宣によるものにあっては、
気分、意欲・行動の障害及び思考障害の

病相期があり、かつ、これが持犠したり又は

ひんぱんに繰り返したりするtめ、日常生活

障害の程度

1 般

3 級

が著しい制限を受けるもの

1 統合失調症によるものにあっては、残遺

状態又は病状があり、人格変化の程度は

著しくないが、思考障害、その他蓋盈・

幻覚等の異常体験があり、労働が制限を

受けるもの

改

…一前
第3 障害認定に当たっての基準

第1章障害等級認定基準

第8節/精神の障害

精神の障害による障害の程度は、次により認定するB

1 認定基準 (略)

2 認定要領

精神の障害は、「統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害」、

「気分(感情)障害J.(以下『そろうつ病lシいろ向)、 「症状性を

宮む器質性精神障害j、 『てんかん」、 「知的障害J、 「発達障害J

に区分する。

症状性を含む器質性精神障害、てんかんであって、主主皇、幻覚

等のあるものについては、 rA 統合失調症、統合失調症型障害

Eび妄想性障害並びに気分(感情)障害」に準じて取り扱う.

A 統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害並びに気分

(感情)障害

(j)各等級に相当すると認められるものを一部例示すると

款のとおりである。

障害の程度 障害の状態

1 統合失調症によるものにあっては、高度の

残遺状態又は高度の病状があるため高度の

人格変化、思考障害、その他主主盈・幻覚等

の異常体験が著明なため、常時の企蓋が

必要なもの
1 級

2 乏i..2二21l呈によるものにあっては、

高度目気分、意欲・行動の障害及び高度の

思考障害の病相期があり、かっ、これが持続

したり、ひんぱんに繰り返したりするため、

常時の金重が必要なもの

1 統合失調症によるものにあっては、残遣

状態又は病状があるため人格変化、思考障害、

その他主主翌・幻覚等の異常体験があるため、

日常生活が著しい制限を受けるもの

2 級 I 2 主主主-:>lIiによるものにあっては、
気分、意欲・行動の障害及び思考障害の

| 病相期があり、かっ、とれが持続したり又は

ひんぱんに繰り返したりするため、日常生活

日級

が著しい制限を受けるもの

1 統合失調症によるものにあっては、残遺

状態又は病状があり、人格変化の程度は

著しくないが、思考障害、その他主主主!:¥'

幻覚等の異常体験があり、労働が制限を

受けるもの
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2 気分(感情)障害によるものにあっては、 2 そううつ病によるものにあっては、

気分、意欲・行動の障害及び思考障害の 気分、意欲・行動の障害及び思考障害の

病相期があり、その病状は著しくないが、 病相期があり、その病状は薯Lくないが、

これが持続したり又は繰り返し、労働が制限 これが持続したり又は操り返し、労働が制限

を受けるもの を受けるもの

(2) 統合失調症、統合失調症型障害及び妄祖性障害並びに気分 (2) 統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害並びに気分

(感情)障害の認定に当たっては、次の点を考慮のうえ慎重に (感情)障害の認定に当たっては、次回点在考慮のうえ慎重に

行う. 行う。

ア (略) ア (略)

イ 気分(感情)障害は、本来、症状の著明な時期と症状の イ そううつ病は、本来、症状の著明な時期と症状の

消失する時期を繰り返すものである。したがって、現症 消失する時期を繰り返すものである。したがって、現症

のみによって認定することは不十分であり、症状の経過 のみによって認定するこどは不十分であり、症状の経過

及びそれによる日常生活活動等の状態を十分考慮する巴 及びそれによる日常生活活動等の状態を十分考慮する。

また=盆音去調症筆どその飽翠定の対象止なる撞神疾風

が併宣しているkき1主主併合(加重]認定の亙量いは往わず当

量症盆を盤合的に担断して望室土塁，

(3) 日常生活能力等の判定に当たっては、身体的機能及び精神 (3) H常生活能力等の判定に当たっては、身体的機能及び精神

的機能を考慮の上、社会的な適応性の程度によって判断 的機能=萱i乙ョ知f吉芦亜の障室もき慮の上、社会的な適応性

するよう努める.また、現に仕事に従事している者について の程度によって判断するよう努める。また、現に仕事に従事

i士、金鍾に盆査していることをもって三亘ちに日吉生孟盤力 している者については、その擦墾並涯を霊虚k，その仕事の

が由上したもの左捉えず三その遼差立況を霊慮する""も~ 種塑ョ内室a鍾蓋している塑聞ョ就m左況及びそれらによる
t主蔓の重墾三内容ョ盤整並況，.j;主事場で受けている援助の 影響も事考1とする"

内容=飽の盆塞邑kの意思墜通の些況墾を土盆盛容した

2えで日童生童鐘力を皇I断することa

(心 (略) (4) (略)

(5) 神経症にあっては、その症状が長期間持続し、一見重症 (5) 神経症にあっては、その症状が長期間持続し、 見重症

なものであっても、原則として、認定の対象とならない。 なものであっても、原則として、認定の対象止ならない。

ただし、その臨床症状から判断して精神病の病態を示して ただし、その臨床症状から判断して精神病の病態を示して

いるものについては、統合失調症又は気分(感情)障害に準じ いるものについては、統合失調症又はそううつ病lと準じ

て取り扱う。 て取り扱う。

なお~定!と当たっては...1童神重田重態が ICD-IQ に

よる遁藍区会のEの区分に居士痘B主であるかを歪慮し担断
するこ止の

E 症状性を古む器質性精神障害 B 症状性を青む器質性精神障害

(!) 症状性を含む器質性精神障害(高次脳機能障害を含む。) (1) 症状性を青む器質性精神障害tは、先天異常、頭部外傷、

とは、先天異常、頭部外傷、変性疾患、新生物、中枢神経等 変性疾患、新生物、中枢神経等の器質障害を原因どして生じ

の器質障害を原因kして生じる精神障害に、思原病や内分秘 る精神障害に、思原病や内分a，、疾患を吉む圭身疾息による

疾患を吉む全身疾息による中枢神経障害等を原因として 中枢神経障害等を原因kして生じる症状性の精神障害を

生じる症状性の精神障害を含むものである。 古むものである.

なお、アルコーノレ、薬物等の精神作用物質の使用による なお、アルコーJレ、薬物等の精神作用物質の使用による

精神及び行動の障害(以下『精神作用物質使用による精神 精神及び行動の障害(以下「精神作用物質使用による精神

障害J"いう。)についてもこの項に古める. 障害J"いう。)についてもこの項に含める。

また3症:fI;隼を盆む昼壁土生E査神障害とその値重量産の盆盆k
なる誼神痕車が畳宣していると主は当併合(加重)翠定の取量

いはrrわ主ョ輩症誌を盤音曲lこ担監して量産主る皇
(2) 各等級等に相当すると認められるものを一部例示すると (2) 各等級等に相当すると認められるものを 部例示すると

15<のtおりである。 次のどおりである。
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障害の程度 障 害 の 状 態 障害の程度 障 害 の 状 陸

両度の認知障害、高度の人格変化、その他の 高度の翠担皇、両度の人格変化、その他の

1 級 高度の精神神経症状が著明なため、常時の量且 1 般 高度の精神神経症状が著明なため、常時の企蓋

が必要なもの が必要なもの

認知障害、人格変化、その他の精神神経症状が 堅皇韮、人格変化、その他の精神神経症状が

2 級 著明なため、日常生活が著しい制限を受ける 2 級 著明なため、日常生活が著しい制限を受ける

もの もの

1 認知障害、人格変化は著しくないが、その 1 蓋盆主、人格変化は著しくないが、その

他の精神神経症状があり、労働が制限を 他の精神神経症状があり、労働が制限を

3 級 受けるもの 3 扱 受けるもの

2 認知障害のため、労働が著しい制限を 2 蓋盆韮三のため、労働が著しい制限を

受けるもの 受けるもの

障害手当金 認知障害のため、労働が制限を受けるもの 障害手当金 蓋担韮のため、労働が制限を受けるもの

(3)・(4) (略) (3)目(4) (略)

(5) 高次脳機能障害とは、脳損傷に起因する認知障害全般を (5) 量宜障害tしての皇症立については3 本聖『筆9盛神韮

指し、日常生活又は社会生活に制約があるものが認定の 丞統の障害 l のil，(定璽置により認定土るもの~ l"その量

対象主なる.その障害の主な症状としては、失語、失行、 産盆三官E定堕の基盤曲な日吉生藍並況等を把握してミ全体僅

失認のほか記憶障害、注意障害、遂行機能障害.社会的行動 から整合的に認定士るa

障害なEがあるa

正ぉ、障害の状焦l立、代償機能やりハピリテーションにより

好転も見られることから療養及て臆状の経過を十分考慮する。

ま士、失語の障害については、本章「第6節言語機能の

障害lの認定要領により認定する固

(6) 日常生活能力等の判定に当たっては、身体的機能及び精神 (6) 日常生活能力等の判定に当たっては、身体的機能及び精神

的機能を考慮の上、社会的な適応性の程度によって判断 的機能3 堕に益知置意亜の童書も差慮の上、社会的な適応性

するよう努める。ま士、現に仕事に従事している者について の程度によって判断するよう努める。ま士、現に仕事に従事

は、労働に従事していることをもって、置ちに日常生活能力 している者については、その療蔓立況を主皐し当その生事の

が向上したものと捉えず、その療養状況を考臆する kともに、 彊翠当内容=鐘事している盟国ョ就差益況亙びそれらによる

士士事の墾翠主内ffL塾3宣盆祝当生事場で霊けている量動の 影聾も参考とする。

内容三也の盆塞昌 kの意思盛通の盆況笠を士会藍寵した

うえで日常生活能力を判断すること。

C てんかん C てんかん

(1) (略) (1) (略)

(2) 各等級に相当すると認められるものを一部例示すると (2) 各等級に相当すると認められるものを 部例示すると

1Jzのとおりである。 1Jzのとおりである。

障害の程度 障 害 の 状 態 障害の程度 障 害 の 状 態

十分な治療にかかわらず、てんかん性発作のA 十分な治療にかかわらず、てんかん性発作のA

1 級 又はEが月に1回以上あり、かっ、常時の量盈 1 級 又はEが月に1回以上あり、かっ、常時の企蓋

が必要なもの が必要なもの

十分な治療にかかわらず、てんかん性発作のA 十分な治療にかかわらず、てんかん性発作のA

又はBが年に2回以上、もしくは、 CXI土Dが
2 級

又はBが年に2回以上、もしくは、 CXI土Dが
2 級

月に 1回以上あり、かっ、日常生活が著しい 月に 1回以上あり、かっ、日常生活が著しい

制限を受けるもの 制限を畳けるもの

十分な治療にかかわらず、てんかん性発作のA 十分な治療にかかわらず、てんかん性発作のA

3 級
又1土Bが年に2回未満、もしくは、 C又はDが

3 級
又はBが年に2回未満、もしくは、 CXはDが

月に 1回未満あり、かっ、労働が制限を受ける 月に 1回未満あり、かっ、労働が制限を受ける

もの もの

{注1)・(注2) (略) (注1)・(注 2) (略)
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(3) てんかんの認定に当たっては、その発作の重症度(意識

障害の有無、生命の危険性や社会生活での危険性の有無など)

や発作頻度に加え、発作間欠期の精神神経症状や認知障害の

結果、日常生活動作がどの程度損なわれ、そのためにどの

ような社会的不利益を被っているのか左いう、社会的活動

能力の損減を重視した観点から認定する。

様々なタイプのてんかん発作が出現し、発作間欠期に精神

神経症状や認知障害を有する場合には、治療及び病状の経過、

日常生活状況等によっては、さらに上位等級に認定する。

またてんかん1-その他認定の対象止なる精神痕車が併存

しているときは‘併合(加重)認定の且扱いは行わず、諸症状

歩踏会的に判断して認官する自

(4) 略)

D 知的障害 (略)

E 発達障害 (略)
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(の てんかんの認定に当たっては、その発作の重症度(意識

障害の有無、生命の危険性や社会生活での危険性の有無など)

や発作頻度に加え、発作間欠期の精神神経症状や認知障害の

結果、日常生活動作がどの程度損なわれ、そのためにEの

ような社会的不利益を被っているのかという、社会的活動

能力の損滅を重視した観点から認定する。

様々なタイプのてんかん発作が出現し、発作間欠期に精神

神経症状や認知障害を有する場合には、治療及び病状の経過、

日常生活状況等によっては、さらに上位等級に認定する.

(4) (略)

D 知的障害 (略)

E 発達障害 (略)



文書区分
平成 25年 4月3日

事企情2013-18

要度高重 霊告 急緊

国民年金法施行令等の一部を改正する政令及び厚生年金保障の保険

給付及び保険料の納付の特例等に関する法律施行規則の一部を改正

する省令の施行(情報提供)

」一一

本部 ブロック本部 事務セン聖一 年金事務所

宛先
富
係部関 理部管 器部 通郁徴

年厚 年厚

固年 給年 記録 突合
E 遍 量適

徴収課 霊童
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全 年厚 G G G 白 総務 厚き

相韻セ 話
健属会;.， 

書 会

。。。。。。。。。。。。。。。。 ザ 〆

旦血ニ盤量
国民年金法施行令等の一部を改正する政令(平成25年政令第 79号)が平成25年3月25日に、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律施行規則の一部を改正する省令(平成25年

厚生労働省令第43号)が平成25年3月29日に、それぞれ公布されましたのでお知らせします。
、静

ーポイント(肉容)

O 平成24年平均の全国消費者物価指数の対前年比変動率等を基準として、平成25年度における年金額

等が定められたほか、所要の改正が行われたものです。

O 平成25年4月から 9月までの年金は、平成24年度と同額となります。

なお、年金額の特例水準について、平成25年度から平成27年度までの3年間で解消する法律(平成

24年11月成立)が平成25年10月から施行されるため、平成25年10月以降の年金額は、 4月から 9月

までの額から1.0%引き下がります。

O 施行日

平成25年4月1日
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ツヤ

日本年金機構理事長殿

年発 040 1第 4 号

平成 2 5年 4月 1 日

開LlJR11訓
厚生労働省年金局申告刑制局

百聞25
国民年金法施行令等の一部を改正する政令及び厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等fC関する法律施行規則の一部を改正する省令

の施行について

国民年金法施行令等の一部を改Eする政令(平成25年政令第79号)が平成25

年3月25日に、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に閲する法律施

行規則の一部を改Eする省令(平成25年厚生労働省令第43号)が平成25年3月

2 9 aに、それぞれ別添の通り公布され、いずれも本日施行されたので通知する。
これらの改正の主な内容は下記のとおりであるので、その内察につき御了知いただ

くとともに、実施に当たっては、貴機構において周知徹底を図り遺掃のないよう取り

扱われたい。

言己

第一 国民年金法施行令等の一部を改正すでる政令

1 改正内容

(1) 国民年金法施行令の一部改正

平成25年度において、国民年金の保険料を追納する|擦の加算率を、平成

24年各月発行の 10年国債の表而利率の平均値を基準として改定すること。

(2) 平成十六年度、平成十七年度、平成卜九年度及び平成二十年度の国民年金制

度及び厚生年金保険制度並びに国家公務員共済組合制度の改正に伴う厚生労働

省関係法令に関する経過措置に関する政令の一部改正

物価スライド特例水準と本来水、準との丈比べを行うために必要な規定の読替

え等を行うこと。、
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(3) 国民年金法による改定率の改定等に関する政令の一部改正

平成25年度における国民年金法iこ規定する改定率、保険料改定率、厚生年

金保険法に規定する再評価率等を改定すること。

(4) その他関係政令

その他関係政令について所要の規定の整備を行うとと。

2 施行日

平成25年4月113 

第二 厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律施行規則のー

告1Iを改正する省令

1 改正内容

平成25年度において、特例納付保険料を納付する際の加算率を、平成24年各

月発行の 10年国債の表面利率の平均値を基準として改定するとと。

2 施行H

平成25年4月113 

E
U
 。。



I ~1 I 
国民年金法施行令等の一部を改正する政令について

【改正の趣旨1
法律の芳碇に基づき、平成24年平均の全国消費者物価指数の対前年比変動率等を基準として、平1i.比25

年度における年金額等を定めるl劫引所要の改正を行うもの。

【平成25年度における年金調こついて】

O 現在日実際に卦令されている年金は、過去、物価下落H寺に年塗額を据え置いた U物価スライド特例

措由経緯坊も、特附<.Jに、木深よりも高iv'7.1<準で支払われている。 f特171.泳禍

O 特例y聞の年金額は、物価がム昇しても据え置く一方、物仰埴近の制調綻の基となる物(1ffi7./<

準を下回った場合に、そ例示だけ引き下げるというノト'/vo

O 一方、法律上本凍惣定している年金額体動k哨は、物価や貸金の上井や下落に応じて増額キ械

額されるというJトノh

O 平成u年の物価が、基準となる宅成お年の側面と比較して変動しなかったことから、呈強盗主主

月から日月までの年綿貫は平成24年度と同額となる。

※制調の糊附告について、輸民25.fF疫から平成27ft我までの3i十羽で輔自する法律が羽戎24年11月に

出 Lこの法嗣え10月カミら耐Tされるた./J)、羽戎25年10月以降の年金綿丈4月から9月までの僻も1.0%

引き下がる。。惇消のスケジュールは H25.10...1. 0、H26.4"'1.0%、H27.4"'0. 5%) 

【政令案の内容】

1.本動陣の基礎年金頼の改定ゆ基準となる率(改定期の政定(国民#金法第27劇

話持の規定により、宅減25年度における改定率については、

①新規裁定渚 (Hs干口21年4月2日以後に生まれた者)

=前年度改定率伊成25年度改定率=0.982)X物細変聞陣(1.000)

②既裁定者昭和21年4月1日以前l乙生まれた却

=前年度改定率(平成25年頃改定率=0:982)X物価変動率(1.000) 

を盤告とする。

(由来任糊援措1:1名目手取り賃金書L勃ヰum掠路地物価夜習』率を器準とするのが原則だが、名目手取り貸金
変動率が1を下回り、古町、物価滋濁障が名目手取り賃金褒効率を土問るため、国民拝金法第27条の2第3

項の規定により、糊蹴諸についても物価麺j陣をmr;:改定
※哨戎24年物価変蝦捧:1田畑

名目手取り貸金裳効率:0目制=輔25年物価瑚陣。.000)x実質賃金変動率伺或21"'23年度の

3年明o(0.9姉 x可処分所糊治安f陣 ω，脚。

q.1|明年出こ…一一一問とも山拡
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2，本動K準の厚生年金額の改定の基準となる率偶評価率〕の改定{厚生年金側聡去第43条第1項、

別表ヨ

法俸の規定により、平成25年疫における再評価率の改定については、

①車「尚鵠槌者側和21年4月2日以後に生まれた者)

=前年度開細率(平成24年度開柵朝×物価変毒!陣(1.00的

② B脱漏諸 (IIsf日21年4月l日以前lこ生まれた者)

=前年度再評価率 C平成24年度欄阿国朝×物価変動率(1.000) 

を車舵する。

(剖菊槻裁定者l略目手取り賃金獅民服販路付物価臨陣を盤駐するのが刷版由主名目手取り貸金

変動朝;1を干回り、方円、物自膝頭陣泊先名目手取り賃金変動率を一回るためk恩納塗関検法第43条の2

第3項の規定により、親類裁定者についても物価羽田陣を基準1ζ改定

仁平

※ヰ守i)t24寺物価額陣:1.側

名目手取り賃金変観陣:0.捌今朝;Jt24年物価踊j陣(1.脚1)X実質賃金調停伺戎21サ 3年度の

3年早劫 ω，卯6)X可紅助7禍骨冶変{開 (0.関@

平成26年度における商揃率l立、搬備諸、 B臓定者左もに物m闘 J率(1.000)を醤告とし

て改定する。

3.国民年金の保険料改定率の改定{国民年金法第87条)

国民年金の倒謝申立~平成16年改正により、毎年280IIJずつ引き上げ、平成29年4月凶嘩は16，900

円となることが法定されているが九い判的額も平成16年度獅路であり、実際の各年度における保険

料立、法定され北各年伎の関僻臨む物価侍賃金の変動を風央した倒検事肱定率を乗じた績となる。

平成25年度の倒排l改定率の改定lとっし吋民

前年度改定事(平~î.lt24年度住職事l改定率=仏鉛4)X平成23年物価委効率(仏997)X実質賃金変

動率(平成20~.召2年度の3 年平均，:，，0.9ω)

を主告とする。

平成26年度の国民年金の閑僻l改定率は、 0.951.

E今l平成26年齢国即時の酬胸土問or:1，
※平成2時度雌銅烈蹄l額(16，820円')X平成25年度の閑静蜘酔 ω.951)年15，帥円
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4.国民年金の側室津抑i皇細岬撃の改定(国民年金法第94条)

免除・学生納付特官1胸間など1ζ係る国民年金側剣s!の迫納1JI携率は、前年各月発行の10年国債の表

面利略の斡緬としている。

平成24年各月発釘の 10年国債の涙而利率の平均値が0.9%であったため、政令で以下の表を定め

る。

※ H21~H16年度l花見t.Eの追糊匝算事にそれぞれ0.9%をカI解したもの

この結果、平成25年度に保闘斗を迫納する場合の額は、下記の通りとなる。

G参考:平成25年度の迫高槻

迫納の対象年度

迫調噺(円)

52国民年金の後納偶蹄4の仰算率の改定(年金確保安酷去附則第2条)

年錨童保支援法iとより、国民年金の倒掛同議欄間について、 10年前の分ま匂遡って側僻Jを納め

ることを可能としている。この場合に、遡って納める倒糊斗倣納開会料)に係る加算率を、 4.の

迫細川算率と同様に定める。

6.その他所要の規定の整備

その他所要の規定の整備を行う。

L.11監理E
平成25年4月11'1
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厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律施行規則の

一部を改正する省令について

[趣旨]

I ~:i!t 2 I 

O 厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律(平成 19

年法律第131号。以下「法」という。)に基づき事業主等が支払う特例納付保

険料については、未納保険料に相当する額に厚生労働省令で定める額を加算

した額とされている。

O 当該加算額は、未納保険料に各年度毎に定める追納加算率を乗じて得た額

としていることから、平成 25年度において用いる平成 22年度分の追納加算

率を定めて、各年度の追納加算率を改定する。

※ 当該加算額は、未納保険料{::各年度毎に定める迫納加算率を乗じて得た額としてお

り、国民年金の保険料の追細川算串等にならい、毎年、改定を行っている。

※ jJU算率については、以下の指探により設定。

-平成17年度以降:前年各月発行の10年国債の表面利率の平均

.平成16年度以前:財政再計算上の予定運用利回り

[内容]

O 平成24年各月発行の10年国債の表面手IJ率の平均が0.9%であることを踏ま

え、平成25年度において用いる平成22年度分の追納加算率は、0.009とする。

※ 国民年金の保険料の追納加算率や中国残留邦人等の特例に係る保険料の迫納加算率

についても伺じ率を用いている。

[施行期日]

平成25年4月1日

[省令委任規定]

法第2条第1項
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4 (号外第59号)報

国
民
年
金
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
.

官

御

御

璽

名平
成
二
十
五
年
三
月
二
十
五
日

月曜日

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋

政
令
第
七
十
九
号

国
民
年
金
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

内
閣
は
、
国
民
年
金
法
(
昭
和
三
十
四
年
法
律
第
百
四
十
一
号
)
第
二
十
七
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の
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第
四
項
、
第
三
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七
条
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三
項
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八
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七
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第
六
項
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第
九
十
四
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第
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法
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二
十
九
年
法
律
捨
百
十
五
号
)
第
四
十
三
条
の
ニ
第
五
項
及
び
第
四
十
三
条
の
三
第
四
項

t
こ
れ
ら
の
規
定
を
同
法
附

則
第
十
七
条
町
四
第
七
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
ト
中
国
残
留
邦
人
等
の
円
滑
な
帰
国
の
促
進
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帰
国
後
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援
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す
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律
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法
律
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十
号
}
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十
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第
五
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国
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金
法
等
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正
す
る
法
律
(
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成
十
二
年
法
律
第
十
八
号
)
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則
第
二
十
一
条
第
十
三
項
及
び
附
則
別
表
第
一
、
北
朝
鮮
当
局
に

よ
っ
て
位
致
さ
れ
た
被
害
者
等
の
支
援
に
関
す
る
法
律
(
平
成
十
四
年
法
律
第
百
四
十
三
号
)
一
第
十
一
条
第
四
項
、
国

民
年
金
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
(
平
成
十
六
年
法
律
第
百
四
号
)
附
則
第
一
一
十
七
条
第
二
項
及
び
第
三
十
一
条

第
一
項
第
二
号
、
厚
生
年
金
保
険
の
保
険
給
付
及
び
国
民
年
金
の
給
付
の
支
払
の
遅
延
に
係
る
加
算
金
町
支
給
に
関
す

る
法
律
(
平
成
三
十
一
年
法
律
第
三
十
七
号
)
第
二
条
及
び
第
三
条
(
こ
れ
ら
の
規
定
を
同
法
附
則
第
三
条
第
一
項
に

お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
.
並
び
に
閏
民
年
金
及
び
企
業
年
金
等
に
よ
る
高
齢
期
に
お
け
る
所
得
の

確
保
を
支
援
す
る
た
め
の
国
民
年
金
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
徳
(
平
成
二
十
三
年
法
律
第
九
十
三
号
)
附
則
第
二

条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
宮
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

平成 25年3月25日

(
国
民
年
金
法
施
行
令
の
一
部
改
正
)

第
一
条
国
民
年
金
法
施
行
令
(
昭
和
三
十
四
年
政
令
第
百
八
十
四
号
)
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
条
第
一
項
た
だ
し
書
中
「
平
成
二
十
二
年
三
月
」
を
「
平
成
二
十
三
年
三
月
J

に
F

平
成
二
十
四
年
四
月
J

を
干
平
成
三
十
五
年
四
月
J
に
改
め
、
同
項
の
表
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

z 震耳z 十九重八E 十E z 十七主産主主 成十五量平十 十 E 十
主主

O O O O O O O O . . . . . . . . . . . . 
O O 
八O 四 実八O O 
四 七

(
中
国
残
留
邦
人
等
の
円
滑
な
帰
国
の
促
進
及
び
永
住
帰
国
後
の
自
立
の
支
援
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
改

正

)

第
二
条
中
国
残
留
邦
人
等
の
円
滑
な
帰
閏
の
促
進
及
び
永
住
帰
国
後
の
自
立
の
支
援
に
関
す
る
法
律
施
行
令
{
平
成

八
年
政
令
第
十
八
号
)
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
a

別
表
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

別
表
(
第
四
条
、
第
九
条
関
係
)

和I 主昭四 期和軍七E 盟問主E 思四十
昭和十四 昭和十四

思十E 
昭和 思昭和 昭和

主主 八十E 十E 主十E 主 主

四 四 四 四 五 五 五 六 六 七 七 八 八. . . . . . 
ノO五、

六 九
ノ七O 、九七 七五九

ムノ、 六

七
六 五 八六 六四 七 四
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(号外第59号)報官月曜日平成25年3月25日

成平十 z 十 平成十 京十主 平成主 京六主 z z E z 昭和十 六思十 六昭和十 思六十E 闘相究主主
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関
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昭和五十
思五十主M a よ主四 富里七草制E 六主M 盟主E 

昭和十四 昭和十四 思十四 和E 昭四十
昭和 思和昭 思

九E 十 十主七十草十E 
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四 四 四 四 五 五 五 六 Jム、七 七 八 八. . . . . . . . . . . . 
五
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六2 九七 七五九

1'. 六

O 五 四 六 五
八ノム、

四 七 七 四 ノム、
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6 (号外第59号)報官月曜日平成25年3月25日
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に
F

二
六
九
、
六
回

O
円
」
を
「
二
七

O
、
七
二

O
円
」
に
改
め
る
。

第
四
条
(
見
出
し
を
青
む
。
、
和
「
平
成
二
十
四
年
度
J
を
T
平
成
三
十
五
年
度
」
に
改
め
る
。

第
六
条
の
見
出
し
及
び
同
条
第
一
項
中
『
平
成
二
十
四
年
度
』
を
T
平
成
二
十
五
年
度
j

に
改
め
、
同
条
第
二
項

の
表
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

平
成
二
十
五
年
四
月
か
ら
平
成
二
十
六
年
三
月
ま
で

0
・
九
三
七
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七十 一四月

事
昭和ヲ 和岡三 和昭= 里和"'! 期間Z昭和 01010 でま田

第
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で

，. J を 宮の 『

改 =1=1= 平成 z 二z 二z 二

る 六年十十且年十年四年一 ーー
J寺 二一一一十三 年十五十年四年十三

~I~I~ ー 皇 E E E Z 月号月毛月主
昭和から 年十六三 年十五三 十年四= 年= 一月ま ニ月ま ニ月ま

六一 O四回二五五 事世掲宅 でででで

月ま月ま月ま月ま ででで

三 でででで

回 O四 四 十

年

z 
平成干六思十 昭和F十、 昭和五十 和十昭五

附和十八凶f 昭和士四 和昭四十 和昭四十 昭和十四 罰十 昭和四年五十
語 昭和 和昭 思

Z 苦八十
七十 十六

年四月か 年八月か
手手年四月か 年四月治主 年四月か

年 年 年

高

月か 四月か 四月か 四月曲、

月か昭和ら 月か昭ら 月か昭ら

ち

昭和ら 罪和五昭十ち 昭和ら 昭和ら 昭和ち 和昭四 和昭ら 和昭ち 昭和色 和昭ち

年 十

五年九
五十四年

和 和 四 十四 四十
十 四

月ま 月ま 月ま 月ま 五十年
十年I 

年十 十九年
十 十

月ま 年
年

年七月
年 八年 七年

で で で で

月ま

年 年 年
月 四月で 月ま

月ま 月ま 月ま 月ま 月ま 月ま 月ま ま 月ま 月ま 月ま ま ま 月ま 月ま 月ま
で で -で で で で
で で で で で で で で ま で で で で で で

で で

四 五 六 六 七 ^ 八 九 O . . . 
O O O 五 O 八四 九四四

五 ムノ、七 九 七 七 1¥ 、四 五 九 六 七

2 七 四 九 八九 ^ 四五 五 五 六 O 主
Jム、八 O 九

四 六 九 四 八 九 四 七 O 四 七 九
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z z 成平 E z z 平成十 平成十 平成十 z 十年 平成九 z 八 耳七
十五年か四月

十 十 十

目空

年四月か

z z 七十 成平十ら

十 十年
年

十年 十年五 十年四
十 十 年 年 年 年 年

月ま
月ま 月ま 月ま

年 年
年

月ま 月ま 月ま 月ま 月ま 月ま 月ま 月ま 月ま
で で で

月ま
月ま 月ま 月ま

で

月ま 月ま で で で で で で で で で
で

で で で で で

O O O O O O O O O O O O O O O O O O O 

六六九 九六 九六六 九六 九五 九六四
六九 九六 九六四 九六 九六 九五九 九五 九五 九五 九五五 九六 九七九

九九

八 四 四 四

別
表
第
二
第
十
五
号
中
「
以
後
J
を
「
か
ち
昭
和
一
一
十
一
年
四
月
一
日
ま
で
の
問
J
に
改
め
、
同
表
に
次
の
一
号

を
加
え
る
.

十
六
昭
和
-
一
十
一
年
四
月
二
日
以
後
に
生
ま
れ
た
者
被
保
険
者
で
あ
っ
た
月
が
属
す
る
次
の
表
の
上
欄
に
掲

げ
る
期
聞
の
区
分
に
応
じ
て
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
率

昭和 和昭 思思岡和 和昭

十 十

年

前月以

八年十 十七年 実年 十五年 年十四

月ま 月ま 月ま 月ま 月ま

で で ? で で

九 O 一 四

五 四

き九五 六七O 九 五

思五十 和五昭十 昭和五十年 思十 自四十 和昭四十 和昭四十年五
思昭和

十九年 十J年¥ 
年

年合f t 
四 年 年

年目E 盟年政令第百 一 一

月か

思思
四か昭和月ら 周月か品和一十 十年四月

思 和品五 月か昭和ら

十 五 四 十四 十四 十四

五年年 五年 十八年 十七年
五年九十月ま 年 年七月ま

十年

阿主年古 年 年
年

年四月ま
月ま 月ま 月ま

号次脅皇払 士年宮者

月ま 月ま 月ま 月ま 月ま 月ま
月

で で 月ま で で
で で ま

で で で で で で で で で で

で で

のよにう遣の支払の 遅延のに 四ー月E 

四 五 ムノ、六 七 七 八
四 四 五 六 七 八 五 七

O 
A 四

七 四九
四 七 四

五 九六 九六 O 
七

四 九 八 九 五 八 五 回
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附
則
別
表
第
二
号
中
『
平
成
三
十
四
年
度
』
を
「
平
成
二
十
五
年
度
」
に
改
め
、
同
号
の
表
に
次
の
よ
う
に
加
え

Zug-

平
成
二
十
三
年
度

0
・0
0
0

別
表
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

平
成
二
十
三
年
度

(
国
民
年
金
及
び
企
業
年
金
等
に
よ
る
高
齢
期
に
お
け
る
所
得
の
確
保
を
支
援
す
る
た
め
の
国
民
年
金
法
等
の
一
部

を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
の
瞳
行
に
伴
う
経
過
措
置
に
関
す
る
政
令
の
一
部
改
正
)

第
七
条
国
民
年
金
及
び
企
業
年
金
等
に
よ
る
高
齢
期
に
お
け
る
所
得
の
確
保
を
支
援
す
る
た
め
の
国
民
年
金
法
等
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
の
施
行
に
伴
う
経
過
措
置
に
関
す
る
政
令
(
平
成
二
十
四
年
政
帝
第
百
八
十
八
号
)

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
.

第
一
条
第
一
項
の
表
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
.

0
・0
0
0

z z 高z 十九主 主z 十八z 草七十 重平成士 平成主主十 十
十E 

主 E 

O O O O O O O O 

O O 
O 八四 実八O O 
四 七

附

則

」
の
政
令
は
、
平
成
二
十
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

厚
生
労
働
大
臣

内
閣
総
理
大
臣

害思
晋憲
三久

平成 25年3月25日9 



14 (号外第67号)報官金曜日

O
厚

生

労

働

省

令

第

四

十

三

号

一

別

表

を

次

の

よ

う

に

改

め

る

.

厚
生
年
金
保
険
の
保
険
給
付
及
び
保
険
料
の
納
付
の
特
一
別
表
(
第
二
条
関
係
)

倒
等
に
関
す
る
法
待
、
平
成
十
九
年
法
律
第
百
三
十
一
号

L

第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
厚
生
年
金
保
険
の
保

険
給
付
及
び
保
険
料
の
納
付
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
施

行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め

唆。.平
成
二
十
五
年
三
月
三
十
九
日

厚
生
労
働
大
臣
回
村
憲
久

厚
生
年
金
保
険
の
保
険
給
付
及
び
保
険
料
の
納
付

の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

厚
生
年
金
保
険
の
保
険
給
付
及
び
保
険
料
の
納
付
の
特

例
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
(
平
成
十
九
年
庫
生
労
働

省
令
第
百
五
十
一
号
、
町
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

平成 25年3月29日

和昭 昭和

主君主 八基十
十七主昭和 和主主昭
主十十

主十
主

七 八 八 九 O O 
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八六七
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八
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十

E E 主 主 主 主 主E 主 主E 主E 

四 五 五 五 六 六 七 七 八 八 九 九
O O 四 五 五 六 六

九
六O 七 九七 七五九

六 六
六九八六 五

八六 四O 九 五六 九 四 九 五 O ノム、 七
七 四 六 八七 2 五 八 七 七 O 四 実 八七 八九八 五

E E Z 主z 主
z z 

平成E 昭和六十 昭和六十 六昭和十
昭和六十E 和人主凶五 昭相互主主 昭和五十 思十 昭和五十

思量十 附和四E 相I E 凶四 車十七z 四 附樹園z z 主E 
主 主 主 E 主E 

O O O O 四 四 四

ムJ、七 八 九 O 五
ノム五九、八O 五 九六O 五四七 F六七、IF八1 、IO I 五

七九 五六O 
六

四 七四 六五 八九 九 O 五 四
!¥ 九 五 四 四 七
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平成十五E 平成十E 四 平成十 平成十 成平十 z 主十 平成九主z 八E 
E E E 

O O O O O O O O O 

六七四 七五五
七九 七五 九九七 六 六

附

則

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

zw z z z 
高十九主主z 十八 震十主成平十六E 十 十

十主
E 主

O O O O O O O . . . . . . 
九8 
O O 
1O 四1 実八O O 
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文書区分

要高重度 霊告

本部

宛先

全
部係関

。

急緊

平成25年3月28日

給付情 2013-30

平成25年度における老齢福祉年金、特別障害給付金の金額及び
障害基礎年金、老齢福祉年金、特別障害給付金にかかる所得制限額
(情報提供)

ブロッウ本部 事務セン告ー 年金事務所

理部管 語適徴部
厚年 厚年

年国 給年 記録 突合
適量 課適用

徴収課G G 

き厚 。9 申 G 総理 年厚
情語供

社労士
:" 
告 会

。 。 。 J J 

本部関係部

経営企画部、年金相談部、業務管理部、障害年金業務部、業務渉外部、支払部

旦血ι盤量
平成25年度の老齢福祉年金及び特別障害給付金の金額、及び障害基礎年金(年金コード2650、6350)、

老齢福祉年金、特別障害給付金にかかる所得制限額をお知らせします。

ポイント(内容)

O 平成25年度の老齢福祉年金(平成25年4月-9月)、特別障害給付金の金額に改正はありま

せん。(注)平成25年10月以降については別途連絡します。

く老齢福祉年金〉

年額:402.900円

一部停止額 88、500円

く特別障害給付金〉

月額一級 :49.500円

二級 39.600円

O 平成25年度においては、障害基礎年金(年金コード2650、6350)、老齢福祉年金、特別障害給

付金にかかる所得制限額に変更はありません。主な所得限度額は次のとおりです。

<障害基礎年金、特別障害給付金>

-本人の所得限度額

政令で定める金額を超える場合、支給停止となる。

全額支給停止 扶養親族0人…年4.621.000円

半額支給停止 扶養親族O人…年3.604.000円

-48 -



※詳しくは別添の参考資料1・2を参照してください。

く老齢福祉年金>

・本人の所得限度額

政令で定める金額を超える場合、支給停止となる。

全額支給停止 扶養親族o人…年 1，595，000円
E 配偶者・扶養義務者の所得限度額

政令で定める金額以上の場合、支給停止となる。

全額支給停止 扶養親族O人…年6，287，000円

一部支給停止

扶養親族1人…年6，536，000円

扶養親族O人…年3，401，000円

扶養親族1人…年3，650，000円

※詳しく別添の参考資料3.4を参照してください。

また、現時点において老齢福祉年金の併給限度額の変更は予定されておりませんが、政令によ

り年度内に変更になる可能性があります。変更の際は改めて情報提供します。

照会先
本部年金給付部給付企画G
担当 朝倉晴山
連絡先
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参考資料1

所得制限限度額 (平成25年度 (24年分の所得)) 

0本人所得制限限度額 (平成25 目 8~26. 7の支分権決定用)

[障害] [壁盟壁書給付金] (単位円)

扶養親族等の数 。人 l 人 2 人 3 人 4 人 5 人 6 人

2分の1停止 3，604，000 3，984，000 4，364，000 4，744，000 5，124，000 6，504，000 1人8増万す円毎に
制限額 3 を

全額停止 4，621，000 5，001，000 5，381，000 5， 761， 000 6，141，000 6，521，000 加型車

特別障害給付金は、受給資格者の前年の所得が、所得税法に規定する控除対象配偶者及び扶養

親族の有無及び数に応じて、政令で定める額を超えるト台は、その年の8月から翌年の7月まで、

政令に定めるところにより、その全部又は2分の lに相当する部分の支給を停止する。

(特定障害給付金に対する特別障害給付金の支給に関する法律第9条)

特別障害給付金の支給停止の計算にあたり、扶養親族が老人控除対象配偶者または老人扶養親族

であるときは、一人につき 10万円加算。特定扶養親族であるときは一人につき 25万円加算。

(特定障害給付金に対する特別障害給付金の支給に関する法律施行令 第2条)

く伊~>

扶養親族が3人、そのうち老人扶養親族が1人、特定扶養親族が1人。

2分のl停止の制限額 a扶養親族が3人で4，744，000円十老人扶養親族分加算100，000円

+特定扶養親族250，000円=5，094，000円

全部停止の制限額…扶養親族が 3人で5，761， 000円+老人扶養親族分加算100，000円
+特定扶養親族250，000円=6，111，000円

よって、受給資格者の所得が

0円 ~5， 094， 000円の場合→全額支給
5 ， 094 ， 001 円~6， 111， 000円の場合→2分のl停止

6，111，001円以上の場合→全額停止
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ヨ塑型

所得の額から差し引かれる額(政令控除額)
平成25年度 (24年分の所得)政令控除額一覧表

鐙〉ご:
受給者本人の所得から控除されるもの

特別障害給付金の受給資格者

社会保険料控除 控除相当額

雑損控除 同上

医療費控 除 同上

小規模企業共済等掛
向上

金 控 除

配偶者特別 同上

障害者控除

所
特別障害者控除

得
老年者控除者

本
寡婦(夫)控除人

270，000円

寡婦特別控除 350，000円

勤労学生控除 270，000円

扶配
一人につき

障害者控除
養偶 270，000円
親者
族及 一人につき
び 特別障害者控除

400，000円

肉用牛の売却による農業所得に対する
免除に係る所得額

所得税の免除に相当する控除

(注)特定障害支者給に対する特別障害給付金の支給に関する法障律害施者行控令除第4条第2項第届審2査号により、特別
障害給付金の を受けている者に係る障害者控除・特別 は、所得状況 においては控
除の対象外として取り扱う。

-
E
U
 

注



参考資料3

老齢福祉年金 所得制限限度額 〈平成25年度 (24年分の所得〕

【政令で定める額】 〈平成25.8-26. 7の支分権決定用〕

扶養親族の数

扶養親族等の数
O 人 人 2 人 3 人 4 人 5 人

本人所得限度額 主苗宣給停止 1.595.000 1.975.000 2.355.000 2.735.0αコ 3.115.000 3.495.000 

配者偶所者得・扶限賃度義額務
主額支給停止 6.287.000 6.536.0αコ 6.749.000 6.962.000 7.175.(氾O 7.388.0αコl

一回査結停止 3.401.000 3.650.000 3.863.αコo4，076.000 4，289，000 4.502.000 I 
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老齢福祉年金の所得による支給停止の計算lこあだり、

① 受給権者本人の所得制限額は、扶養親族がいないときは七595.000円。扶養親族が1人増える毎!こ38万円加算。

当該扶養親族が所得税法に定める老人控除対象配偶者または老人扶養親族であるときは、一人につき10万円加算。

当該扶養親族が特定扶養親族であるときは1人lこっき25万円加算。

② 配偶者及び扶養親族の一部支給惇止lこなる所得制限限度額は、

ア.扶養親族がいないときは3.401，0∞円、扶養親族が1人のときは3目650，000円

イ，<1:一部停J.t>>

扶養親族が2人以上の揚合、 3，650，000円+(扶護親族人数 1) X213，(ゆO円

当該扶養親族が所得税法に定める老人扶養親族である掲合は老人扶養親族1人につき6万円を加算。

(ただし扶養親抜の全員が老人扶養親族であるときは〈老人扶養親族人数-1)X6万円を加算。〉

《全額停止》

扶賛親族が2人以上の娼台、 6，536，(幻O円+(扶養親族人敏一1)X213.oo0円

当該扶養親族が所得税法lこ定める老人扶養親族である揚合は老人扶養親族1人につき6万円を加算。

(疋だし扶養親族の全員が老人扶養親族であるときは〈老人扶養親族人数 1) X6万円を加算。〉

CI自国民年金法施行令第6条の4)

く例〉

受給権者本人一扶養親族2人〈うち老人控除対象配偶者1人、特定扶養親族 .1人〕

配偶者扶養親族なし

扶養義務者・・扶養親族2人(うち老人扶養親族が2人〉。受給権者本人・1，595，(幻O円+(扶麓親族2人X380，0αコ円)+ (老人1空隙対象配偶者1人X1oo，000円〕
十(特定扶養親族1人X250，α氾円)=2，705，∞0円。配偶者《一部停止>>".3.401 ，000円
配偶者《全額惇止>>"，6，287，αxl円。扶賛義務者《一部停止》・ 3，650，000円+(扶養親族2人-1人)X213，000円+(老人扶賛親族2人-1人〉
X60，000ニ3，923，000円

扶養義務者《全額停止》・6，536，0∞円十(扶養親族2人 1人)X213，000円+(老人扶養親族2人-1人〉

X60，000=6目809，000円

よって

す受給権者本人

女配偶者

育扶養義務者

2，705，001円以上→全額停止

3.401よ氾O円以上-6，287，000円未満→一部停止

3，923，000円以上-6，809，(氾O円未満『一部停止

-52ー

6，287，000円以上→全額停止

6，809，000円以上→全額停止



E量日
老齢福祉年金 所得の額から差レ引かれる額(政令控除額〉

平成25年度 (24年分の所得〉政令控除額一覧表

〈平成25. 8~26. 7の宝分権決定用〉

い¥竺受給者本人の所
配控偶除者さのれ所る得もかのら

扶養義務者の所得
略得から控隙され から控除されるも

るもの の
号

社会保験料控除 控悌椙当額~ ~ 宇土
政令控係額

~ (1日施行令第6条の2第 80. 000円 80. 000円
1項)

雑損控除 但隙抱当額 控隙相当額 控隙椙当額 雑

医療費控際 同上 同上 同上 医

小規模企業共済等掛
同上 同上 同上 小

金 控 隙

配偶者特別 同上 同上 同上 ~a 

障害者控除 270.仁氾O円 270.000円 270.(氾O円 障

所
特別障害者控除 400.000円 400.000円 400.000円 特障

得
寡婦(夫〉控隙 270.000円 -------270.000用 寡

者
本
寡婦特別控除 350.000円 -------350.000円 寡特人

勤労学生控除 270.000円 270.000目 270.CXコ3円 勤

一人につき 一人につき 一人につき
扶配 障害者控除 障
養偶 270.000円 270.000円 270.000円
親書
族及 一人につき 一人lこっき 一人につき
び 特別障害者控餓 特障

400.(わO円 400.CXコ0同 400.000円

肉用牛の売却による農業所得
すに対るする所得税の免際に相当 免除に係る所得額 免除に係る所得額 免除に係る所得額 肉
る控除

。。
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文書区分

高言皿 霊告 E 凪

平成25年3月29日

年相情 2013 -9 

年金見込額試算ツール等の提示(情報提供)

本部 ブロッヲ本部 事務セン者一 年金事務所

部各
厚年 厚年

適課用
適

宛先
係部関 理部管 器部 震部 固年 年給 B録E 用課

課徴収 室霊
G G 

全
総巷 厚年 G G G 総巷 厚年

情提報供先

富
労社士会 種機保ン

告

O O 。 。 J J 

本部

事業企画部、年金給付部、基幹システム開発部、業務一括部門各部

旦並ニ塾量
平成25年4月より特別支給の老齢厚生年金(以下『特老厚』という。)の支給開始年齢の引上げ等

が実施となりますので、それに伴う年金見込額賦算についてお示しするものです。

ポイント(肉容)

O 平成25年3月29日【事企指2013-311の「事務処理要領JN(具体的な事務処理)ー1-(4) (共済

混在者の受付時の留意点)ー②で示されている「別紙9Jに骸当する事案(機構本部全国一括業務部

門で年金の決定処理を行う事案)について、基幹システム開発部より繰上げ額試算ツールの提供を受

けましたので、マニュアル等とともに以下に収録しています。

全国共有 (W:) > * 13年金相該部>02相談指導G> 11繰上げ年金の試算ツール等

O 詳細は、次ページを参照してください。

-54-

(照会先)
本部年金相談部相談指導G
担当葛西

(連絡先)
(ダイヤルイン)



詮血

① 繰上げ額試算ツール 「事務処理要領J(1lV具体的な事務処理1-1ー(4)ー②)に記載のある機
構本部全国一括業務部門で年金の決定処理を行う事案にかかる試算を

行うためのツールファイル

②繰上げ額試算マニュアル目①の入力方法、表示肉容等について示されているファイル

③老基テンプレート :①などで算出した老齢基礎年金の金額等を入力することにより、年金見

込額照会回答票として出力される仕様のファイル
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文書区分

要富重 嘉喜冨 緊急 | 

平成 25年 3月4日

年相指 2013-24

年金相韻に関する照会・回答管理表の作成(指示・依頼)

本部 フロッウ本部 事務セン告ー 年金事務所

各部 厚年 厚年 適
適課用先宛

宮部
管

部器 部車 国年 飴年 記録 課用
徴収録 年課国 談室相

理部
G G 

全 集 厚年 G G G 総巷 厚年

O 。 。

富先供

相談

社労士セ
J ‘ 

告 会

本部

事業企画部、サービス推進部、品質管理部

旦盟二盤量

年金相談部相餓指導Gに対するブロック本部、年金事務所等からの照会に関し、機構LAN(全国共

有W:)に「年金相談に関する照会 a 回答管理表」を作成し、情報共有を図るものです。

ポイント(肉容)

O 年金相談事案に対して、各拠点より年金相談部相談指導Gあていただく照会等については、重複し

ている事例が多〈、一定期間に集中する等の傾向があるため、各拠点において、より円滑な対応がで

きるよう、全国共有 (W:)に『年金相談に関する照会・回答管理表J(以下「管理表」という。)を

作成し、照会等が重複しないよう情報共有を行うこととします。

全国共有 (W:) > * 13年金相談部>02相談指導G> 88年金相談に関する照会・回答管理表

O 各拠点において緊急を要しない照会については、「管理表」へ照会内容等を記載してください。

照会に対する回答は、概ね一週間以肉に行うこととします。

また、今後の照会対応につきましては、「管理表」への掲載をもって行います。

O 運用開始は、平成25年3月5日(火)からとします。

O 対応方法に関しては、目1)紙「年金相際に関する照会・回答管理表マニュアル」を参照してください。

1----ー一ーーーー一ーーーー「
l審査担当チ1"欄 圃! (照会先)

本部年金相駁部相級指導G
担当成田、蓋亙、丸茂

(連絡先)
(ダイヤルイン)

au 
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2.金融機関の新設・合併・庖舗名称変更等について

【年金給付部給付企画グループ】

O 【情報提供】金融機関の盾舗名称変更等

(平成25年3月1日給付情 2013-17)
金融機関の唐舗名称変更等(平成25年4月15日支払から変更)について、お知ら

せしたものです。

O 【情報提供】金融機関の庖舗名称変更
(平成25年3月13日給付情 2013-22)

金融機関の脂舗名称変更について、お知らせしたものです。

(平成25年6月定時支払向けの通知書等から新金融機関名称で印字され

ます。)

O 【情報提供】金融機関の庖舗名称変更等
(平成25年4月3日給付情 2013-33)

金融機関の庖舗名称変更等(平成25年5月15日支払から変更)について、お知ら

せしたものです。
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文書区分

高i塁回 塁
金融機関の庖舗名称変更等(情報提供)

本部 ブロック本部 事務セン告ー 年金事務所

宛先
部各

部係関 理部管
語

厚年 厚年

国年 給年 E録E 突合
適量 適量

徴収謀 課国年 書
G G 

全 義 厚年 q 喧 喧 G 年厚

O O O O O O O O O O O O O O O O 

平成 25年3月1日

給付情 2013-17

社労士
J 

告 会

ー〆

-一
l-金融機関の庖舗名称変更等についてご連絡します。
ーポイント(内容)

1目平成25年4月15日支払からの変更となります。

2 変更となる金融機関・庖舗名につきましては、別紙を参照願います。

-
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【別紙】

銀行E信金

金融機関名コード 旧届舗名称・庖舗コード 新庖舗名称・底舗コード 実施時期(年月日)

0185 キシャ，，' カモイケ 平成25年1月28日

鹿児島銀行 きしゃ11 111 鴨池 120 

1013 イマカヰ シンセ;t 平成25年1月四日

渡島信用金庫 今金 009 新せたな 007 

0129 ヨマヱユウ ウツ"ヤニシ 平成25年2月4日

E事l銀行 駒生出張所 116 宇都宮西 116 

0118 
+トオ鉄fツ駅エキピピルル トワダ 平成田年2月12日

みちのく銀行 121 十和田 056 

0142 ワカヲザ オh'~ハラ 平成25年2月12日

山梨中央銀行 若草 408 小笠原 403 

0005 
新シン稲イナ毛ヤ出張所

シンイナゲ 平成25年2月18日

=菱重京UFJ銀行 283 新稲毛 283 

0005 ナルコ ナルコ 平成25年2月18日

=菱東京UFJ銀行 鳴子出暗所 299 鳴子 299 

0146 9ッ・ルハマ ナナオ 平成25年2月18日

北園銀行 田鶴浜 321 七尾 312 

0534 イfオオンンエコピ- ~hオカ 平成田年2月12日

富山第一銀行 FB 040 高岡 041 

2095 イワキ 平成25年3月4日

相双信用組合 いわ音 011 新設

0191 チハヤ 平成25新年設3月4日
北九州銀行 千早 163 

0191 カンf 平成25新年設3月18日
北九州銀行 苅回 166 

麗協等

農協名コード 旧庖舗名称・庖舗コード 新庖舗名称・脂舗コード 実施時期(年月日)

4267 トモヘ・ ホンTン 平成周年1月四日

茨城中央農協 友部 007 本自 001 

4422 ?査?掛主ケ サシマチユウオウ 平成25年1月28日

茨城むつみ農協 021 猿島中虫 019 

4422 廿逆カ井サイ山ヤマ サγマチユウオウ 平成25年1月四日

茨城むつみ農協 020 猿島中央 019 

4422 オイコ'~h' ザシマ子ユウオウ 平成25年1月初日

茨雄むつみ農協 生干菅 019 猿島中央 Q19 

4728 キ9毛ト イシト 平成田年2月12日

あだち野農協 北本 012 右戸 013 

7092 tイワイ ク~.ノハ 平成25年2月12日

いずみの農協 幸 021 くずのは 021 

7092 シノタ M"ハ 平成25年2月12日

いずみの農協 信玄 020 くずのは 021 

7708 トヒ.~ 力ワト 平成25年E月12日

いずも農協 鳶県 018 川跡 017 

7938 。玖，、波 ハルミ 平成25年2月12日

佐伯中央愚協 246 晴海 245 

8575 キ9ハラ ホンシヨ 平成田年2月12日

土佐市農協 北原 003 本所 001 

8575 タカオカ ホンシヨ 平成四年2月12日

土佐市農協 高岡 002 本所 001 

8632 ナタ ミトマ 平成田年2月12日

福岡市東部農協 崇多 011 =苫 012 

9471 カタハラ 力・守ヨ.オリ 平成25年2月12日

愛知県信漁連 官事原 180 蒲郡 180 

9471 ニシウラ ヵ・マコ.オリ 平成25年2月12日

愛知県信漁連 西浦 170 蒲郡 180 

-59ー



文書区分

霊度高 童告刊 緊急

平成 25年3月13日

給付情 2013-22

金融機関の名称変更(情報提供)

本部 ブロッヲ本部 事務センヲー 年金事務所

宛先
富
係部関 理部管 相給部

厚年 厚年
国年 給年 記録 突合

適量E 適
収課徴G G 

全 語 厚年 q 。G G 総巷 厚き
情量供
話
:.-
告

O O O O O O O O O O O O O O O O ザ

本部関係部

基幹システム開発部、業務管理部、支払部、障害年金業務部、業務渉外部

金融機関の名称変更についてご連絡します。|一
ポイント(内容)

1 .平成25年4月1日付で、「熊本ファミリー銀行』が、「熊本銀行」へ名称変更となります。

※金融機関コード (0587)、届舗名称、庖舗コードの変更はございません。

2. 業務スケジュールにつきましては、買IJ紙1のとおりです。

3.受給権者原簿の一括更新時期

平成25年6月定期支払分から金融機関名称を変更します。

4.年金支払いにかかる年金振込通知書等の金融機関名称の出力について

平成25年6月定時支払向けの通知書等から新金融機関名称で印字されます。

-60-
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[別紙11 

平成 25年 3月 13日

給付企画 G

金融機関の名称変更について

平成25年4月1日付で、 「熊本ファミリー銀行」が、 「熊本銀行Jへ名称変更
となります。

1.名称変更による変更内容

(1) 金融機関名称

変更前

フリガナ クマモト77ミト

金融機関名称 熊本ファミリー銀行

変更後

クマモト

熊本銀行
(平成25年4月1日付)

※金融機関コード (0587)、庖舗名称、盾舗コードの変更はございません。

※[別紙21庖舗一覧表を掲載しましたのでご参照ください。

( 2)金融機関の名称変更に関する業務スケジュール

1)裁定処理

2)支払処理

3)諸変更処理

新規裁定入力開始日

新規裁定原簿の

画面照写開始日

支払日

諸変更入力開始日

(諾変更取消

締切日)

平成25年4月1日入力分から
(平成25年4月11日裁定分から)

①裁定処理:平成25年 5月随時支払分から

②諸変更処理:平成25年 5月随時支払分から

平成25年4月1日入力分から

平成25年4月 5月

18 
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2.受給権者原簿の一括変更時期
平成25年6月定期支払分から金融機関名称を変更します。

3目年金支払いにかかる年金振込通知書等の金融機関名称の出力について

平成25年6月定時支払向けの通知書等から新金融機関名称で印字されます。

4.一括変更処理後の受給権者原簿への照写
平成25年4月 22日(月)から確認することができます。

-62-



庖舗一覧表 [jllJ紙2]

(1日] {新}

旧南舗名(カナ) ;(車字)

0587 。01 |中央 テユウオウ |抽本掴行 0開7 001 中央 |子ユウオウ

。02IIIIBl 泊ワ;"1) 002 川毘 |抑刊

。03|水間寺 スイセンラ 003 水前寺 I >{I!':r/ 
004 1下通 シモトオリ 004 下通 |河トオリ

005 |浄行寺 ショウキヨウシ 005 浄行寺 I ;，'ヨウキヨウシ
006 |図時 タザキ 006 開時 |タザキ

009 |託麻 タクマ 009 託陣

010 甫鮪本 |ミナミタ司ト 010 南院本 1;ナミヲマモト

011 清水 |シミス 011 |清水 シミス目

012 玉名 |何ナ 012 |玉名 タマナ

013 宮地 |ミヤ子 013 |宮地 ;ミヤヂ

017 小田 |オ，ニ 017 |小国 iオゲニ
018 浜町 |ハマ押 018 |揺町 |ハママ子

019 目赤通 |ヱヲ也朴可'J 019 同語通

020 武直ケE |岬坤'村 020 |武輯ケ丘 |ムザシヵ・ォヵ

021 人盲 I tトヨγ 021 |人吉 I tf，シ
023 水量 |叶吋 023 |水晶 ミナマタ

026 |宮原出暗所 |ミヤJハラ 028 ミヤInう

027 |多良木 |円ギ 027 |多且木 9ラギ

日:千龍三
|シンオオエ 029 |軒大江 シンオオz

|アラオ 031 |荒尾 アラオ

035 |フタオh 035 フクオカ

043 |出水 |イλミ 043 |出水 イλ'ミ

045 |川向 II!"イ 045 |川向 t:"9イ

047 1周辺 19ムカZ 047 l図迎 タムカZ

049 049 

050 東証隠 ヒカシ，~マ 050 車挺麻 kカ'シタクマ

053 053 

056 |斬星取 シンヤソキ 056 鶴屋監 シンヤシキ

100 ネン子シ 100 本ンテン

101 |花畑 ハナハ'j 101 花畑 ハナn"

102 |子個橋 コカィ，，'シ 102 子飼椙 コカィ，，'シ

107 |値軍 ケンヲン 107 l健軍 今ンゲン

108 白山通 108 白山理

109 l梶田窪 ホタタホ 109 県四盛 ホ，~本'

110 |摘 クスJキ 110 楠 タスI~

111 |揖木 ~~ラキ 111 桜木 ザタラギ

114 |益城 マシキ 114 韮揖 マシキ

す需E
キクナン 115 葡甫 キクナン

|相ウマ押ーィ 116 |車町台 .，ワ守予，

120 120 

124 l近見 l予カミ

剖濯百
子力ミ

126 麻生図 ァッゥ， nゥ，
129 合車 コウγ 129 合意 コウシ

130 薄禍 ウスハ' 130 揖唱 ウスハ目

131 県庁 守ン手ヨウ 131 県庁 守ン予ヨウ

132 葡陽 キ9ヨウ '" 菊陽 キクヨウ

133 畢島 カシマ 133 嘉島 カシマ

201 八代 ヤツシロ 201 八代 ヤヲシロ

202 山富 |ヤマh・ 202 山鹿 ヤマh'

204 主草 17マタザ 204 天草 アマタザ

207 'f潔 ウシ7'北 207 牛深 ウシフ百

208 1菊池 キクチ 208 菊池 キク子

209 宇土 ウト 209 宇土 ウト

210 三角 ミλミ 210 三タ ミスミ

211 大海 オオゲ 211 大i オオゲ

212 阿草 アツ 212 阿E n 
213 観 カカミ 213 韓 ヵヵ・ミ

215 |松晴 マッハセ 215 画肩 マッハ.セ

216 |南関 ナンカン 216 1南関 ナンカン

217 |王水 予ンスイ 2171玉水 |予シスイ

219 |大矢野 オオヤA 219 1大矢野 |オオヤJ
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金融揖関名/コド 宣銅コード 18届舗名(理字) 18盾舗名(カナ] .. 同ヨド 斬庖苗名(理字] 斬届舗名(カナ}

畠本77ミリ 恒行 05自7 220 給E通 守ツヱトオリ 臨本担行 0587 220 松江週 マヲ工トオ'1

291 植木 ウエキ 291 植木 ウエキ

292 いつわ イヲワ 292 いつわ イヲワ

293 紐島 マヲシマ 293 世島 マヲγマ

303 時間 モロオカ 303 時間 モロオh

320 且胃米 クルメ 320 A園米 タルメ

330 大牟図 オオムタ 330 大牟回 才オムタ

501 鹿児島 カョシマ 501 鹿児島 カコ・シマ
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文書区分

重

霊告要度高 雲

平成 2 5 年 4 月 3 日

給付情 201 3 - 3 3 

金融機関の庖舗名称変更等(情報提供)

本部 ブロック本部 事務センヲー 年金事務所

宛先 係部関 部管理 適徴部

厚年・厚年
年固 年給 記録 突合

適量 適量
徴収謀
喜
記襲富窒G G 

金 露年 申 。q G 厚年

O O O O O O O O O O O O O O O O 

話士会
器

~ 
告

-〆

本部関係部

厚生年金保険部、国民年金部、基幹システム開発部、業務管理部、支払部、障害年金業務部、業務渉外部

旦盟二盤量

金融機関の唐舗名称変更等についてご連絡します。

Jポイント(肉容)

1 . 平成25#5月15日支払からの変更となります。

2 変更となる金融機関・庖舗名につきましては、見Ij紙を参照願います。

票55金露関判官
寺晶

Eu 
au 



【別紙】

銀行等

|日 新
実施時期(年月日)

コード|金融機関名称 コード!1吉舗名称 コード i金融機関名称 コードi庖舗名称、

J秋田銀行 141 明田 b 0119 秋田銀行
133 手手町形タ

平成25年3月18日

01ん叩行 日16 エアリ出張所 b 川町銀行 日17 せきのした 平成25年2月25日

0153吋行 ;司164 町出張所 b 0153 +六銀行 163 県庁 平成25年3月18日

0166 鳥取銀行 165 境内浜出張所 b 附|鳥取銀行 i境141 中央 平成25年3月18日

0166 鳥取銀行 日日1 船岡代理庖 b 附 i鳥取銀行 134 郡家 平成25年3月1日日

仰 is 009 新宿出張所 b 。叫BJ銀行 009 新宿 平成25年3月1日

0刷i北洋銀行 150 札幌営業部 [> 。刷 j四行 028 本底営業部 平成25年3月11日

酬 l中京銀行 620 伊勢西 b 日叫 j中京銀行 609 伊勢 平成25年3月11日

1227 鳥山信用金庫

jMテユウオウ
017 氏家中央 [> 間;鳥山信用金庫 015 氏家 平成25年3月11日

間 i城北信用金庫 201 南干住営業部 b 叩 j城北信用金庫 201 南千住 平成25年3月18日

16A都北都信用金庫
059 イイ出オオ暗ンンコ所福ヲチ知ヤ山マテ唐ン

b 16ふ都北都信用金庫 055 篠尾 平成25年2月25日

1732 おかやま信用金庫 083 北方 b 17ふかやま信用金庫 1781津島 平成25年2月初日

012 豊川イン聖一 b 010 豊川 平成25年3月18日

2抑 i中央労働金庫 255 羽生出張所 b 2963 中央労働金庫 255 羽生 平成25年3月1日
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農協等

l目 新
実施時期{年月日)

コードi金融機関名称 コードp苫舗名称 コード|金融機関名称 コードil吉舗名称

叩 i札幌市農協 022 北野 b 問!札幌市農協 021 I5青田 平成25年3月11日

心L幌市農協 023 新111 b 叩;伽農協 007 琴似 平成25年3月11日

山 i山形農協 004 南沼原 b 3932 山形農協 005 宮浦 平成25年2月25日

4125 たむら農協 015 要因 b 川たむら農協
006 117船4ヒ引キ

平成25年3月11日

5蜘 i八開農協 015 大塚 b 川 11.町農協 叫;;ミ 平成25年3月11日

川k町農協 009 槍原 b 5050 八王子市農協 008 川口 平成25年3月11日

叫小松市農協 024 本江出張所 b 5服;附農協 004 苗代 平成25年3月11日

間弘、農協 016 臨 b 間 iぎふ農協 バ鵠 平成25年3月11日

7032 茨木市農協 山 Iシ島守出張所 b 7032 茨木市農協 平成25年2月25日|

以茨木市農協 005 豆島 b 川茨木市農協 004 南 平成25年2月25日

7032 茨木市農協 016 星見出張所 p 平成25年2月25日

70321末木市農協
刷 I同玉櫛シ b 7032 l:wi木市農協 004 南 平成25年2月25日

7mi茨木市農協 014 南茨木 1> 7032 茨木市農協
004 ミ南ナミ

平成25年2月25日

川茨木市農協 001 本所 b 7032 茨木市農協 001 本庖 平成25年2月25日

J大前 b 8762 ~賀県農協 品島 平成25年3月11日

8771 伊万里市農協 023 曲川 b 8771 伊万里市農協 022 西有田 平成25年3月11日

自制i延岡市漁協 041 浦城 b 9制;宮崎県信漁連 001 本所 平成25年3月1日

自制 i延岡市漁協
061 ホ本ンシ所ヨ

b 9制 i宮崎県信漁連 001 本所 平成25年3月1日

自制 i栄松漁協 却益 b 自作崎県信漁連
001 ホ本ンノ所ヨ

平成25年3月1日
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3.総務部からのお知らせ 「掲示物(ホoA;-)の管理」

【総務部総務グループ】

O 【指示・依頼】掲示物(ポスター)の台帳管理

(平成24年11月14日 総務指 2012-32 経企指 2012-65)

本部から年金事務所等に掲示をお願いしている掲示物(ポスター)について、広報の

ポイントを明確にし、年金事務所等の美観を整えるため、掲示を「必須」とする限度枚

数を設定するとともに、新たなルールを定めて台帳管理を行うことしたとこをお伝えし

ているところです。

今回は、平成25年4月19日現在の「掲示物管理台帳」を参考までに掲載いたします。
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掲示物管理台帳(本部からの指示依頼分)

EZ223…掲示等期聞を終了している掲示物。(平成25年4月19日現在)
※「優先Jr任意』に限り年金事務所等の判断で掲示物のサイズ苦ウンを可能とする.その薦、お客様からの『見やす古』を考慮する.

JlIJ紙1

平成田年4月19日現在

担当部署 掲示曲者 掲示開抽年月|掲示轄T期限 指示・依頼 E斬
年月

2010年3月2日 2 
A1 

お客樺へのお約束10か条 2010竿4月23目

2012年3月z2日

2010年6月3日 [訂 A1 

サービス推進
部 2010年4月23日

2010:年ヰ月23日

日相簡についてのお掴らせ 120叩年4月23日

2010年4月四目

2012年4月25日

A2 

記録問題
封簸部

2 A3 
部観相金年

吋

O

l A3 

A3 

A2 

A2 

晶軍曹理部
，戸j，，~，~< 争



掲示物管理台帳(本部からの指示依頼分) JlIJ幸正1

平成田年4月，.回現在

医Il1P~1…掲示等期間を終了している掲示物。(平成25年4月 19日現在) ι 

※『優先Jr佳量』に限り年金事務所等の判断で掲示物のサイズゲウンを可能とする.その降、お客様ゆらめ『見やすさJを考慮する.

担当蝿 | 掲柑名 |掲示醐朝|掲示轄T期限| 指示・醐 置斬
年月

胸

w
郎
郎
卸

金
園
調
鰻

牢
盆
指
細

書
禽
付
金

国
事
給
年

ー吋
4
l 年金枯付部

71 6 

国民年金部
国年指2012-268

園年指2012-341
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